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O口腔の健康は、国民が健康で賞の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割
0国民の日常生活における歯科疾患の予防に向けた取組が口腔の健康の保持に極めて有効

国民が、生涯にわたつて日常生活において歯科疾患の予防に向けた取組を行うとともに、歯科疾患を早期に発見し、早期に治療を受けることを促進
乳幼児期から高齢期までのそれぞれの時期における口腔とその機能の状態及び歯科疾患の特性に応じて、適切かつ効果的に歯科口腔保健を推進
保健、医療、社会福祉、労働衛生、教育その他の関連施策の有機的な連携を回りつつ、その関係者の協力を得て、総合的に歯科口腟保健を推進

①国及び地方公共団体、②歯科医師、歯科衛生士等、③国民の健康の保持増進のために必要な事業を行う者、④国民について、責務を―
―
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① 歯科口腔保健に関する知識等の普及啓発等
② 定期的に歯科検診を受けること等の勧奨等
③ 障害者等が定期的に歯科検診を受けること等のための施策等
④ 歯科疾患の予防のための措置等
⑤ 口腔の健康に関する調査及び研究の

日 :施策の総合的な実施のための方針、日標、計画
その他の基本的事項を策定・公表
都道府県 :基本的事項の策定の努力義務

都道府県、保健所設置市及び特別区が設置〔任意設置〕

※センターは、歯科医療等業務に従事する者等に対する
情報の提供、研修の実施等の支援を実施

※国及び地方公共団体は、必要な財政上の措置等を講ずるよう努める。
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O厚生労働省告示第四百三十八号
歯科口腔保健の推進に関する法律 (平成二十三年法律第九十五号)第十二条第一項の規定に基づき、歯科口腔保健の推進に関する基本的
事項を次のように定めることとしたので、同条第四項の規定に基づき公表する。
平成二十四年七月二十三日

厚生労働大臣 小宮山洋子
歯科口腔保健の推進に関する基本的事項
この基本的事項は、高齢化が進む中で将来を見据え、乳幼児期からの生涯を通じた歯科疾患の予防、口腔機能の獲得・保持等により、全
ての国民が心身ともに健やかで心豊かな生活ができる社会を実現することを目的に、保健、医療、社会福祉、労働衛生、教育その他の関連
施策及びその関係者との相互連携を図り、歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持 (以下「歯科口腔保健」という。)に関する国及び地
方公共団体の施策等を総合的に推進するための基本的な事項を示すものである。
第一 歯科口腔保健の推進のための基本的な方針
― 口腔の健康の保持・増進に関する健康格差の縮小
口腔の健康の保持・増進が、健康で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割を果たしていることから、歯科口腔保健に関
する施策の推進を通じて国民保健の向上を図る。
口腔の健康の保持・増進は、国民が主体的に取り組むべき課題であるが、国民一人一人が行う取組に加え、家庭、学校、職場、
地域 (保健所、市町村保健センター等)、 医療機関 (病院歯科・歯科診療所を含む。)、 障害者支援施設、障害児入所施設、介護保
険施設等を含めた社会全体としてもその取組を支援し、さらに、歯科医師、歯科衛生士等が行う指導・助言・管理等により回腔の健
康の保持・増進に関する健康格差 (地域や社会経済状況の違いによる集団間の健康状態の差をいう。以下同じ。)の縮小を実現する。
そのための取組を適切かつ効果的に行うために、ライフステージごとの特性等を踏まえつつ、生涯を通じた切れ日のない歯科口腔保
健に関する施策を展開することが重要である。また、平成元年(1989年)よ り80歳で 20本以上の歯を残すことをスローガンとして取
り組んできた「8020(ハチマルニイマル)運動」は、すべての国民の生涯を通じた口腔の健康及び口腔機能の維持・向上の観点か
ら更に推進していくこととする。

二 歯科疾患の予防
う触、歯周病等の歯科疾患がない社会を目指して、広く国民に歯科疾患の成り立ち及び予防方法について普及啓発を行うとともに、
健康を増進する一次予防に重点を置いた対策を総合的に推進する。
また、歯科疾患の発症のリスクが高い集団に対する取組や環境の整備等により生活習慣の改善等ができるようにする取組等を組み合
わせることにより、歯科疾患の予防を実現する。

三 生活の質の向上に向けた口腔機能の維持・向上
食べる喜び、話す楽しみ等のQOL(生 活の質)の向上を図るためには、口腔機能の維持・向上が重要である。高齢期においては摂
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食・哺下等の口腔機能が低下しやすいため、これを防ぐためには、特に、乳幼児期から学齢期 (満六歳に達した日の翌日以後におけ

る最初の学年の初めから満二十歳に連するまでの期間をいう。以下同じ。)にかけては良好な口腔 `顎・顔面の成長発育及び適切な

口腔機能の獲得が、成人期から高齢期にかけては回腔機能の維持・向上を図つていくことが重要である。具体的には、口腔機能の健

全な育成、口腔機能に影響を与える習癖等の改善、口腔機能訓練等に関する歯科保健指導等が効果的である。

定期的に歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健

障害者・障害児、要介護高齢者等で、定期的に歯科検診 (健康診査及び健康診断を含む。以下同じ。)又は歯科医療を受けることが
困難な者に対しては、その状況に応じた支援をした上で歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持・増進を図つていく必要がある。

歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備

歯科口腔保健に関する施策を総合的に推進していくため、国及び地方公共団体に歯科専門職である歯科医師、歯科衛生士及び歯科技
工士を配置すること、また、地方公共団体に、歯科医療又は保健指導に係る業務に従事する者等に対する情報の提供、研修の実施そ

の他の支援を行う口腔保健支援センターを設置することが望ましい。

また、歯科に関する疾患の早期発見及び早期治療を行うため、定期的に歯科に係る検診を受けることの勧奨を行うための支援体制の

整備が必要である。

歯科口腔保健を推進するための目標・計画に関する事項

目腔の健康の保持・増進に関する健康格差の縮小を目指して、国は、第一の二から五までについて、それぞれアウトカムとしての日

標及びプロセスとしての計画を設定する。

目標・計画の設定及び評価の考え方

国は、歯科口腔保健にかかわる多くの関係者が共通の認識として持つ科学的根拠に基づいた、実態把握が可能であり、かつ、具体的

な目標を設定することを原則とする。

具体的な目標・計画については、おおむね 10年後を達成時期として設定することとし、「歯科疾患の予防」及び「生活の質の向上に

向けた口腔機能の維持・向上」のための目標・計画は、ライフステージごとの特性を踏まえたものとする。

また、設定した目標については、継続的に数値の推移等の調査及び分析を行い、計画及び諸活動の成果を適切に評価することで、設

定した目標の達成に向け必要な施策を行うよう努める。

さらに、歯科口腔保健の推進にかかる施策の成果については、基本的事項の策定後 5年を目途に中間評価を行うとともに、10年後を
目途に最終評価を行うことにより、日標を達成するための計画及び諸活動の成果を適切に評価し、その後の歯科口腔保健の推進にか

かる施策に反映させる。                ´

歯科口腔保健を推進するための目標・計画

国が国民の歯科口腔保健について設定する具体的な目標・計画は、別表第一から別表第四までに掲げるものとし、国はこれらの目標・

計画に基づき、歯科口腔保健の推進に取り組むとともに進行管理を行つていくものとする。
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1 口腔の健康の保持・増進に関する健康格差の縮小に関する日標・計画
口腔の健康の保持・増進に関する健康格差の縮小は、生活習慣の改善や社会環境の整備によつて我が国全体として実現されるべき
最終的な目標である。

本基本的事項において、口腔の健康の保持・増進に関する健康格差の縮小に関する具体的な目標は特に設定しないが、次の 2から
5までに掲げる目標・計画を達成すること等により実現を目指すこととする。
2 歯科疾患の予防における目裸・計画
う蝕、歯周病等の歯科疾患はライフステージごとの特性を踏まえ、乳幼児期学齢期、妊産婦である期間を含む成人期、高齢期に分・
けて目標・計画を設定する。

(1)乳幼児期
健全な歯・口腔の育成を目標に設定し、その実現を図るため、歯科疾患等に関する知識の普及啓発、食生活及び発達の程度に
応じた歯口清掃に係る歯科保健指導並びにう蝕予防のための取組等に関する計画の具体的項目を設定する。

(2)学齢期
回腔状態の向上を目標に設定し、その実現を図るため、歯科疾患及び口腔の外傷等に関する知識の普及啓発、食生活及び歯ロ

清掃に係る歯科保健指導並びにう蝕及び歯周病を予防するための取組等に関する計画の具体的項目を設定する。
(3)成人期 (妊産婦である期間を含む。)
健全な口腔状態の維持を目標に設定し、その実現を図るため、歯周病と糖尿病・喫煙・早産等との関係性に関する知識の普及
啓発、食生活及び歯口清掃に係る歯科保健指導、う蝕及び歯周病の予防並びに生活習慣の改善 (禁煙等)のための取組等に

関する計画の具体的項目を設定する。

(4)高齢期
歯の喪失防止を目標に設定し、その実現を図るため、根面う蝕、口腔がん等に関する知識の普及啓発、食生活及び歯口清掃に

係る歯科保健指導並びにう触及び歯周病を予防するための取組等に関する計画の具体的項目を設定する。
3 生活の質の向上に向けた口腔機能の維持・向上における目標・計画
生活の質の向上に向けた口腔機能の維持・向上は、ライフステージごとの特性を踏まえ、乳幼児期から学齢期、また、成人期から
高齢期に分けて日標・計画の具体的指標及び項目を設定する。
(1)乳幼児期及び学齢期
回腔機能の獲得を目標に設定し、その実現を図るため、日腔・顎 口顔面の成長発育等に関する知識の普及啓発、口腔機能の獲
得に影響を及ぼす習癖等の除去、食育等に係る歯科保健指導等に関する計画の具体的項目を設定する。

(2)成人期及び高齢期
回腔機能の維持・向上を目標に設定し、その実現を図るため、口腔の状態と全身の健康との関係等に関する知識の普及啓発、
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義歯の手入れを含む歯口清掃及び食育等の歯科保健指導並びに口腔機能の維持・向上に関する取組の推進に関する計画の

具体的項目を設定する。

4 定期的に歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健における日標 口計画
定期的に歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な障害者・障害児、要介護高齢者等については、定期的な歯科検診・歯科医療
に関する目標を設定し、その実現を図るため、定期的な歯科検診・歯科医療に関する実態の把握、実態に即した効果的な対策の

実施、歯科疾患及び医療・介護サービス等に関する知識の普及啓発等に関する計画の具体的項目を設定する。
5 歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備における目標・計画
歯科口腔保健の推進体制の整備に向けた日標を設定し、その実現を図るため、歯科に係る検診の勧奨及び実施体制の整備、口腔保
健支援センターの設置並びに研修の充実等に関する計画の具体的項目を設定する。

第二 都道府県及び市町村の歯科口腔保健の基本的事項の策定に関する事項
― 歯科口腔保健推進に関する目標・計画の設定及び評価
都道府県は、歯科口腔保健の推進に関する法律等に基づき講ぜられる歯科口腔保健の推進に関する施策につき、市町村等の関係機関ロ

関係者との円滑な連携の下に、それらの総合的な実施のための方針、日標・計画その他の基本的事項を定めるよう努めなければなら

ない。

また、都道府県及び市町村は、歯科口腔保健の基本的事項の策定に当たり、第二に掲げた国が国民の歯科口腔保健について設定する

目標・計画、ライフステージの区分、設定期間等を勘案しつつ、地域の状況に応じて、独自に到連すべき目裸・計画等を設定する。
また、設定した日標については、継続的に数値の推移等の調査及び分析を行い、計画及び諸活動の成果を適切に評価することで、設
定した目標の達成に向け必要な施策を行うよう努める。さらに、中間評価及び最終評価を行うこと等により、定期的に、日標を達成
するための計画及び諸活動の成果を適切に評価するとともに必要な改定を行い、その後の歯科口腔保健の推進に係る施策に反映させ
るよう努めるものとする。

二 日標、計画策定の留意事項
都道府県及び市町村における歯科口腔保健の基本的事項の策定に当たつては、次の事項に留意する必要がある。
1 都道府県は、市町村、医療保険者、学校保健関係者、産業保健関係者等の一体的な取組を推進する観点から、これらの関係者の連
携の強化について中心的な役割を果たすとともに、地域の実情に基づいた歯科口腔保健の基本的事項を策定するよう努めること。
また、地域における歯科口腔保健に関する情報等を広域的に収集・精査するための体制を整備し、その情報を市町村等へ提供す
るよう努めること。
2 保健所は、所管区域に係る歯科口腔保健に関する情報を収集、管理及び分析し、提供するとともに、地域の実情に応じ、市町村に
おける基本的事項策定の支援を行うよう努めること。

3 市町村は、歯科口腔保健の基本的事項を策定するに当たつては、都道府県と連携しつつ策定するよう努めること.
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4 都道府県及び市町村は、日標・計画の設定及び評価において、調査分析等により実態把握が可能であって科学的根拠に基づいた具
体的目標を設定し、また、障害者・障害児、要介護高齢者等で、定期的に歯科検診又は歯科医療を受けることが困難なものやそ
の家族を含めた地域の住民が主体的に参加し、その意見を積極的に反映できるよう留意するとともに、地域の実情に応じて、保
健、医療又は福祉に関する団体、研究機関、大学等との連携を図るよう努めること。
5 都道府県及び市町村は、基本的事項の策定に当たっては、健康増進法 (平成 14年法律第 103号)に規定する都道府県健康増進計画、
地域保健法 (昭和 22年法律第 101号 )に規定する地域保健対策の推進に関する基本指針、都道府県が策定する医療法 (昭和 23
年法律第 205号)に規定する医療計画、高齢者の医療の確保に関する法律 (昭和 57年法律第 80号)に規定する都道府県医療費
適正化計画、介護保険法 (平成 9年法律第 123号)に規定する都道府県介護保険事業支援計画及びがん対策基本法 (平成 18年法
律第 98号)に規定する都道府県がん対策推進計画等との調和に配慮すること。

第四 調査及び研究に関する基本的な事項
一 調査の実施及び活用
国は、歯科口腔保健を推進するための目標・計画を適切に評価するため、その設定期間や評価の時期を勘案して、原則として5年ご
とに歯科疾患実態調査等を実施する。

また、国、地方公共団体等は、歯科疾患実態調査、国民健康・栄養調査、学校保健統計調査、健康診査及び保健指導の結果、診療報
酬明細書その他の各種統計等を基に、個人情報の保護に留意しつつ、現状分析を行うとともに、これらを歯科口腔保健の推進に関す
る施策の評価に十分活用する。

さらに、地方公共団体等は、得られた情報を歯科口腔保健の推進に活用できる形で地域住民に提供するよう努めるものとし、国は、
各地域で行われている施策等を把握し、国民等に対し情報提供するとともに、評価を行うものとする。

二 研究の推進
国及び地方公共団体は、効果的な国民の歯科口腔保健の状況の改善に資するよう、口腔の状態と全身の健康との関係、歯科疾患と生

活習慣との関係、歯科口腔保健と医療費との関係及び歯科疾患に係るより効果的な予防・治療法等についての研究を推進し、その研

究結果の施策への反映を図るとともに、国民等に対し的確かつ十分に情報提供するものとする。
この際、個人情報について適正な取扱いの厳格な実施を確保することが必要であることを認識し、個人情報の保護に関する法律 (平成
15年法律第 57号)、 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 58号)、 統計法 (平成 19年法律第 53号)、
個人情報の保護に関する法律の趣旨を踏まえて制定される地方公共団体の条例等を遵守する。
さらに、国及び地方公共団体は、保健、医療又は福祉に関する団体、研究機関、大学、学会、企業等との連携のもと、 ICT(情 報
通信技術)等を活用して、全国規模で健康情報を収集・分析し、効果的な歯科口腔保健の推進に関する施策を実施できる仕組みを構
築するよう努める。

第五 その他歯科口腔保健の推進に関する重要事項
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歯科口腔保健に関する正しい知識の普及に関する事項

歯科口腔保健の推進は、基本的に国民一人一人の意識と行動の変容にかかっており、国民の主体的な取組を支援していくためには、

国民に対する十分かつ的確な情報提供が必要である。このため、国及び地方公共団体が行う情報提供については、マスメディア、ポ

ランティア、産業界、学校教育等多様な経路を活用していくことが重要であり、その内容が科学的知見に基づいたものであり、分か

りやすく、取組に結びつきやすい魅力的、効果的かつ効率的なものとなるよう工夫する。

また、生活習慣に関する正しい知識の普及に当たつては、家庭、学校、職場、地域等の社会環境が生活習慣に及ぼす影響の重要性に
ついても認識を高めることができるよう工夫する。

なお、情報提供に当たつては、特定の内容が強調され、誤つた情報として伝わることがないよう留意する。

さらに、歯科口腔保健の一層の推進を図るため、6月 4日から 10日 まで実施される歯の衛生週間等を活用していく。
歯科口腔保健を担う人材

国及び地方公共団体においては、歯科専門職である歯科医師、歯科衛生士及び歯科技工士並びに歯科口腔保健を担当する医師、保健

師、助産師、看護師、薬剤師、管理栄養士、栄養士その他の職員の確保及び資質の向上に努める必要がある。さらに、歯科口腔保健

がより円滑かつ適切に実施できるように、関係団体・関係機関等との調整、歯科口腔保健の計画・施策への参画及び当該事業の企画・

調整を行う歯科口腔保健を担当する人材として歯科専門職である歯科医師、歯科衛生士及び歯科技工士の確保等に努めることが望ま

しい。

また、これらの人材の資質向上を図るため、国において総合的な企画及び調整の能力の養成に重点を置いた研修の充実を図るととも
に、都道府県において、市町村、医療保険者、地域の歯科医師会・医師会等の関係団体と連携し、最新の科学的知見に基づく研修の

充実を図ることが必要である。

さらに、歯科口腔保健の推進には、地域のポランティアの役割も重要であるため、主体的に歯科口腔保健に取り組むポランティアを
養成する体制を推進することも重要である。

歯科口腔保健を担う者の連携及び協力に関する事項

地方公共団体においては、歯科口腔保健を担当する地方公共団体の職員だけでなく、歯科医師、歯科衛生士及び歯科技工士、医師、

保健師、助産師、看護師、薬剤師、言語聴覚士、管理栄養士、栄養士、地域保健担当者、学校保健担当者、介護職員等の歯科口腔保

健を担う全ての者が情報を共有して連携・協力する体制の確保 0整備に努める必要がある。

医療保険者、医療機関 (病院歯科、歯科診療所を含む。)、 障害者支援施設、障害児入所施設、介護保険施設、教育関係機関、マス

メディア、企業、ポランティア団体等は、国及び地方公共団体が講ずる歯科口腔保健の推進に関する施策に協力するとともに、地方
公共団体は保健所、市町村保健センター、児童相談所等を含めた歯科口腔保健を担う関係団体・関係機関等から構成される中核的な

推進組織を設置する等、互いに連携・協力して、歯科口腔保健を推進することが望ましい。

特に、口腔・顎・顔面の発育不全を有する者、精尿病を有する者、禁煙を希望する者、妊産婦、周術期管理が必要な者等に対する医
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科・歯科連携を積極的に図つていくことにより、歯科口腔保健の推進が期待される。障害者口障害児、要介護高齢者等に対する歯科
口腔保健対策の推進に当たつては、地域の病院や主治医を含む関係団体・関係機関等との緊密な連携体制を構築することが望ましい。
また、併せて、産業保健と地域保健が協力して行う取組の中で、全身の健康のために歯の健康が重要であるという認識を深めていく
ことが望ましい。

なお、災害発生時には、避難生活等における口腔内の不衛生等により生じる誤哺性肺炎の発症等の二次的な健康被害を予防すること
が重要である。平時から、国民や歯科口腔保健を担う者に対して、災害時における歯科口腔保健の保持の重要性について普及啓発活
動を行う等により、災害発生時に、速やかに被災者への対応が行える体制を整備することが望ましい。

別表第一 歯科疾患の予防における日標・計画
(1)乳幼児期

目標 健全な歯 ロロ腔の育成

具体的指:限 現状値 目標値 (平成34年度)

① 3歳児でう蝕のない者の割合の増加 77.196 9096

計画 ・普及啓発 (歯科疾患、健全な歯・口腔の育成等に関する知識)

・歯科保健指導の実施 (生活習慣、口腔の健康及びう蝕予防のための食生活、発達の程度に応じた歯口清掃方法等)

・う蝕予防方法の普及 (フ ッ化物の応用、小寓裂溝填塞法 (シーラント)、 定期的な歯科検診等)

・その他

(注)「健やか親子 21」 では、平成 26年までの目標値を80%以上と設定している。
(2)学齢期



目標 口腔状態の向上

具体的指
'

漂 現状値 目標値 (平成34年度)

① 12歳児でう蝕のない者の割合の増加 54.696 6596

② 中学生・高校生における歯肉に炎症所見を有する者の

割合の減少

25.196 2096

計画 普及啓発 (歯科疾患、健全な歯・口腔の育成等に関する知識)

歯科保健指導の実施 (生活習慣、口腔の健康及びう蝕予防のための食生活、口腔状況に応じた歯口清掃方法、咀嘔方法等)

う蝕予防方法の普及 (フ ッ化物の応用、小寓裂溝填塞法 (シーラント)、 定期的な歯科検診等)

歯周病予防方法の普及 (歯口清掃、定期的な歯科検診等)

その他
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(3)成人期 (妊産婦である期間を含む。)

目標 健全な口腔状態の維持

具体的指標 現状値 目裸値 (平成34年度)

① 20歳代における歯肉に炎症所見を有する者の割合の 31.796 2596
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(4)高齢期

② 40歳代における進行した歯周炎を有する者の割合の

減少

③ 40歳の未処置歯を有する者の割合の減少

40歳で喪失歯のない者の割合の増加

・普及啓発(歯周病と糖尿病 口喫煙・早産等の関係性、口腔がん等に関する知識)

・歯科保健指導の実施 (生活習慣、う蝕・歯周病の予防・改善のための歯口清掃方法、禁煙支援等)

・う蝕予防方法の普及 (フ ッ化物の応用、定期的な歯科検診等)

・歯周病予防、重症化予防の方法の普及(歯口清掃、定期的な歯科検診等)

・その他

目標 歯の喪失の防止

具体的指標 現状値 目標値 (平成34年度)

① 60歳の未処置歯を有する者の割合の減少 37.6% 10%



② 60歳代における進行した歯周炎を有する者の割合の

減少

③ 60歳で24歯以上の自分の歯を有する者の割合の増加

④ 80歳で20歯以上の自分の歯を有する者の割合の増加

・普及啓発 (歯周病と糖尿病・喫煙等の関係性、根面う蝕、口腔がん等に関する知識)

・歯科保健指導の実施 (生活習慣、う蝕・歯周病の予防・改善のための歯口清掃方法、咀ER訓練、義歯の清掃・管理、舌・粘膜

等の清掃、口腔の健康及びう蝕予防のための食生活、歯口清掃等) .

・う蝕予防方法の普及 (フッ化物の応用、定期的な歯科検診等)

・歯周病予防、重症化予防の方法の普及 (歯口清掃、定期的な歯科検診等)

・その他
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別表第二 生活の質の向上に向けた口腔機能の維持・向上における目標、計画
(1)乳幼児期及び学齢期



目裸 口腔機能の獲得

具体的指標 現状値 目標値 (平成34年度 )

① 3歳児での不正咬合等が認められる者の割合の減少 12.3% 10%

計画 普及啓発 (口腔・顎・顔面の成長発育等に関する知識)

歯科保健指導の実施 (口腔機能の獲得に影響を及ぼす習癖等の改善、食育等)

その他

(2)成人期及び高齢期
‐
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目標 口腔機能の維持・向上

具体的指1票 現状値 目標値 (平成34年度)

① 60歳代における咀疇良好者の割合の増加 73.496 8096

計画 普及啓発 (口腔の状態と全身の健康との関係等に関する知識)

歯科保健指導の実施 (咀pR訓練、歯口清掃 (舌・粘膜等の清掃含む)、 義歯の清掃・管理、食育等)

口腔機能の回復 日向上に関する取組の推進

その他
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別表第二 定期的に歯科検診又は歯科医療を受けることが困難な者に対する歯科口腔保健における目標・計画
(1)障害者・障害児

要介護高齢者(2)

目標 定期的な歯科検診・歯科医療の推進

具体的指
'

屎 現状値 目標値 (平成34年度)

① 障害者支援施設及び障害児入所施設での定期的な歯

科検診実施率の増加

66.996 9096

計画 普及啓発 (歯科疾患、医療・介護サービス、口腔ケア等に関する知識)

歯科保健指導の実施 (家族・介護者への回腔ケア指導、定期的な歯科検診等)

障害者・障害児 (障害者支援施設及び障害児入所施設入所者以外の者を含む。)の歯科口腔保健状況に関する実態把握及び

これに基づいた効果的な対策の実施

その他

目標 定期的な歯科検診・歯科医療の推進

具体的指標 現状値 目標値 (平成34年度)

① 介護老人福祉施設及び介護老人保健施設での定期的 19.2% 5096



(介護老人保健施設の現状値 )

・普及啓発 (歯科疾患、医療・介護サービス、摂食 口喋下機能、口腔ケア等に関する知識)

・歯科保健指導の実施 (家族・介護者への口腔ケア指導、定期的な歯科検診等)

・要介護高齢者 (介護老人福祉施設及び介護老人保健施設入所者以外の者を含む。)の歯科口腔保健状況に関する実態把握とこれ

に基づいた対策の実施

・その他
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別表第四 歯科口腔保健を推進するために必要な社会環境の整備における目標・計画

目標 歯科口腔保健の推進体制の整備

具体的指1票 現状値 目標値 (平成34年度)

① 過去1年間に歯科検診を受診した者の割合の増加 34.10/o 650/0

② 3歳児でう蝕がない者の割合が80%以上である都道

府県の増加

6都道府県 23都道府県
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③ 12歳児の1人平均う歯数が10歯未満である都道府

県の増加

7都道府県 28都道府県

④ 歯科口腔保健の推進に関する条例を制定している都

道府県の増加

26都道府県 36都道府県

計画 ・歯科に係る検診の勧奨、実施体制の整備

口口腔保健支援センターの設置

口歯科口腔保健法に基づく基本的事項の策定・評価

・歯科専門職である歯科医師、歯科衛生士及び歯科技工士の配置、地域歯科口腔保健の推進のための人材の確保及び育成

口歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士、医師、保健師、助産師、看護師、薬剤師、管理栄養士、栄養士等の研修の充実

・その他
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の向上に寄与



(2)歯科疾患の予防 (3)生活の質の向上に向けた
口腔機能の維持口向上

(4)定期的な歯科検診又は

歯科医療を受けることが困難な者
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医政発 1002第 1号

平成 24年 10月 2日

厚生労働省医政局

歯科技工士法施行規則の一部を改正する省令の施行について (通知)

歯科技工士法施行規則の一部を改正する省令 (平成 24年厚生労働省令第 145号。以下「改

正省令」という。)が本日公布され、平成 25年 4月 1日 から施行することとされたところで

ある。

改正の趣旨、内容等は下記のとおりであるので、十分御了知の上、関係者に対する周知等

その円滑な施行について御配慮を願いたい。

第 1 歯科技工士法施行規見1の一部改正
1 改正の趣旨
歯科医療技術の進展やインターネットの普及等に伴い、補てつ物の委託過程、製作過

程及び歯科材料の流通過程が多様化してきていることから、より安心で安全な歯科医療

を確立していくために、歯科医療の用に供する歯科補てつ物の作成過程等を追跡 把゙握

する体制を確保することが必要となつている。

このため、歯科技工士法施行規則 (昭和 30年厚生省令第 23号。以下「施行規則」と

いう。)第 12条に規定されている歯科技工指示書 (以下「指示書」という。)の記載事

項について、患者や歯科技工所を識別することができるよう見直しを行うこととした。

また、歯科技工所の構造設備が満たすべき基準 (以下「構造設備基準」という。)に
ついては、『歯科技工所の構造設備基準及び歯科技工所における歯科補てつ物等の作成

等及び品質管理指針について1(平成 17年 3月 18日付け医政発 .0318003号厚生労働省
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医政局長通知)で示しているところであるが、構造設備基準の更なる遵守の徹底を図る
ため、当該内容を新たに施行規則に規定することとした。

2 改正の内容
(1)歯科技工指示書の記載事項 (施行規則第 12条関係)
歯科技工士法 (昭和 30年法律第 168号)第 18条に規定されている指示書の記載事
項について、以下の見直しを行 うこととしたこと。

ア 新たに「患者の氏名」を記載することとしたこと。
イ  「歯科医師の住所及び氏名」に代えて、「歯科医師の勤務する病院又は診療所の
所在地」を記載することとしたこと。

ウ11歯科技工所の「名称」に加えて、「所在地」を記載することとしたこと。

(2)歯科技工所の構造設備基準 (施行規則第 13条の 2関係 )
歯科技工所の構造設備基準を施行規則に規定することとしたこと。具体的には、次

の基準のいずれにも適合するものでなければならないとしたこと。

ア 歯科技工を行うのに必要な設備及び器具等を備えていること。
イ 歯科技工を円滑かつ適切に行 うのに支障のないよう設備及び器具等が整備及び
配置されており、かつ、清掃及び保守が容易に実施できるものであること。

ウ 手洗設備を有すること。
工 常時居住する場所及び不潔な場所から明確に区別されていること。
オ 安全上及び防火上支障がないよう機器が配置でき、かつ、10平方メー トル以上

l

の面積を有すること。

力 照明及び換気が適切であること。
キ 床は、板張り、コンクリー ト又はこれらに準ずるものであること。ただし、歯
科技工作業の性質上やむを得ないと認められる場合は、この限りでない。

ク 出入口及び窓は、閉鎖できるものであること。
ケ 防じん、防湿、防虫又は防そのための設備を有すること。
コ 廃水及び廃棄物の処理に要する設備及び器具を備えていること。
サ 歯科技工に伴つて生じるじんあい又は微生物による汚染を防止するのに必要な
構造及び設備を有すること。

シ 歯科技工に使用される原料、材料、中間物等を衛生的かつ安全に貯蔵するため
に必要な設備を有すること。

なお、「歯科技工を行うために必要な設備及び器具等」は次のとおりであること。

防音装置、防火装置、消火器、照明設備、空調設備、給排水設備、石膏 トラップ、

空気清浄機、換気扇、技工用実体顕微鏡 (マイクロスコープ)、 電気掃除機、分別ダ

ス トボックス、防塵用マスク、模型整理棚、書籍棚、救急箱、吸塵装置 (室外ツト気が

望ましい)、 歯科技工用作業台、材料保管棚 (保管庫)、 薬品保管庫
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3 施行期日等
改正省令については、平成 25年 4月 1日 から施行することとしたこと。ただし、改
正省令の施行の際現に発行されている改正前の歯科技工十法施行規則第 12条に定める

事項を記載した指示書は、改正後の歯科技工■卜法施行規則第 12条に定める事項を記載
した指示書とみなすこととしたこと。

第 2 その他
歯科技工士は、歯科技工の委託を受ける際には、歯科医師等の確認に資するよう、「歯

科技工所の開設届出に関する証明書等について」(平成 23年 11月 11日 付け医政歯発 1111

第 1号厚生労働省医政局歯科保健課長通知)等を活用の上、歯科技工十法第 21条第 1項
に定める届出が行われている旨を明示することが望ましいものであること。
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医 政 歯 発 0124第 1号

平 成 25年 1月 24日

各都道府県医務主管部 (局)長 殿

厚生労働省医政局

歯科技工所の開設等届出の確認の徹底について (通知)

今般、複数の無届出の歯科技工所で歯科技工が行われている疑いがある事案

が判明した。                         ・

歯科技工所の開設を行う場合には、歯科技工十法第21条に基づき、開設後10

日以内に、開設の場所、管理者の氏名等の事項を歯科技工所の所在地の都道府

県知事 (保健所設置市又は特別区にあつては、市長又は区長)に届け出ること

とされており、届出事項に変更が生じたときも同様に届出が必要とされている。

今後、無届出の歯科技工所での歯科技工を防止する観点から、貴職におかれ

ても開設等届出の確認の徹底を行 うよう、関係者に周知方をお願いする。
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<目 的>
・多様化するライフスタイル、長寿命化、医療技術の進展により、基礎疾患を有する高齢者の歯科医

療の受診機会の増加や在宅歯科診療のニーズの増加など、国民の求める歯科医療サービスも高

度化・多様化している。また、QOLの向上の観点からも、より安全・安心な歯科医療の提供の確保
が求められており、歯科医師臨床研修制度の見直しや各都道府県で実施されている歯科技工士

国家試験の在り方や出題基準等の検討を行うことが必要。

<想定される主な検討内容>
・歯科医師臨床研修の到達目標・歯科医師臨床研修プログラムの在り方 (歯科医師として必要な
基本的な資質・臨床能力の確保、医療安全、患者中心のチーム医療 (多職種連携))
・歯科医師臨床研修の修了基準および修了認定の在り方
・歯科医師臨床研修の制度管理、実施機関、指導者の在り方
・歯科技工士国家試験の在り方や出題基準等
・その他、歯科医師・歯科衛生士・歯科技工士の資質向上に関連する内容等

歯科医師
ワーキンググループ

歯科技工士
ワーキンググループ

歯科専門職の資質向上検討会

]~~口 ~~~~~~ローーーーーーーーーーローーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
F最Fりまとめる予定

~|

L晋盛警■ り旦響月に第
1回検討会を開催 → 平成25年度をメドに報告書を

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ロ ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 1



6.設置主体別歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士教育機関数、入学定員数
厚労省所管分 :平成24年4月 現在
文科省所管分 :平成24年4月 現在

歯 科 医 菌 歯 科 衛 生 士 歯 科 技 工 士

設 置 主 体 中̈ 定  員 設 置 主 体 揃躙

課程別

設 置 主 体 撤躙

課程別

課程数 4年制 3年制 2年制 定員 課程数 4年制 3年制 2年制 定員

(文科省所管) 29 2.44C
(厚労省所管)

125(9) 134(9) 0 134(9) 0 6559(496
(厚労省所管)

42(3) 44(3) 0 5(3) 39 1625(117

国立大学法人
1

都 道 府 県 0 8 0 244 都 道 府 県
2 0 0 35

都 道 府 県
1 9〔

社団法人
41(1 42(1 0 42(1) 0 1971(60) 社団法人

18(2) 19(2) 0 2(2) 594(82)

学 校 法 人
1.78〔
〈うち歯科医師会 38 0 nR 0 1751 (うち歯科医師会|

14(1) 14(1) 0 1 324(22)

医 療 法 人 0 6(3) 0 396(160 医 療 法 人 0 0 0 0 0 0

学 校 法 人
70(5) 75(5) 0 75(5) 0 3828(276 学 校 法 人 18(1) 19(1) 0 3(1) 847(35〕

財 団 法 人 0 3 0 120
財 団 法 人

4 4 0 0 4 14〔

(文科省所管 ) 26 26 0 1505
(文科省所管 )

2 2

国立大学法人 4 4 4 0 0 日立大学法人
5 2 1 8〔

(うち大学) 4 4 4 0 0
(うち大学 )

2 2 0 0 3C

都 道 府 県 4 4 3 1 0 12C 都
道 府 県 0 0 0 0 0

(うち短期大学)
1 1 0 1 0 4f (うち短期大学) 0 0 0 0 0

学 校 法 人
1 0

学 校 法 人
6 0 23C

(うち短期大学) 10 10 0 10 0 93C (うち短期大学) 2 2 0 0 2 10こ

計 29 2,440 計 151(9) 160(9) 8 152(9) 0 8066(496 計 53(3) 55(3) 2 46 1935(1171
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注 ():夜 間・内数
厚生労働省医政局歯科保健課調べ
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第 17回チーム医療推進会議提示資料
(平成 25年 1月 30日 開催)

1.特定行為に係る看護師の研修制度 (案)について

○ 医師又は歯科医師の指示の下、診療の補助のうち、実践的な理解力、思
考力及び判断力を要し、かつ高度な専門知識及び技能をもって行う必要の

ある行為 (以下「特定行為」という。)について、保助看法において明確
化する。

なおt特定行為の具体的な内容については、省令等で定める。

※ 特定行為の規定方法は限定列挙方式とする。また、その追加・改廃については、医師、
歯科医師、看護師等の専門家が参画する常設の審議の場を設置し、そこで検討した上で決

定する。

O 医師又は歯科医師の指示の下、看護師が特定行為を実施する場合に、以
下のような研修を受けることを制度化する。

・ 医師又は歯科医師の指示の下、プロトコール (プロトコールの対象と

なる患者及び病態の範囲、特定行為を実施するに際しての確認事項及び

行為の内容、医師への連絡体制など厚生労働省令で定める事項が定めら

れているもの)に基づき、特定行為を行おうとする看護師は、厚生労働     |
大臣が指定する研修機関において、厚生労働省で定める基準に適合する     |
研修 (以下「指定研修」という。)の受講を義務づける。
目 指定研修の受講が義務づけられない看護師についても、医療安全の観

点から保助看法上の資質の向上に係る努力義務の内容に、特定行為の実

施に係る研修を追加する。

※ 既存の看護師であつても、プロトコールに基づき特定行為を行おうとする場合は指定研
修を受けなければならなくなることから、制度施行後、一定期間内に研修を受けなければ

ならないこととするといった経過措置を設ける。

※ 特定行為が追加された場合であつて、かつ、当該内容が研修の教育内容も変更する必要
がある場合にあつては、当該内容に係る追加の研修義務が生じる。

O 厚生労働大臣は、研修機関の指定を行う場合には、審議会の意見を聴か
なければならない。

※ 審議会は、医師、歯科医師、看護師等の専門家により組織する。
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○ 特定行為に応じた研修の枠組み (教育内容、単位等)については、指定
研修機関の指定基準として省令等で定める。

※ 指定基準の内容は、審議会で検討した上で決定する。

○ 厚生労働大臣は、指定研修を修了した看護師からの申請により、当該研
修を修了した旨を看護師籍に登録するとともに、登録証を交付する。

※ 指定研修機関における研修を修了したことの看護師籍への登録は、あくまで研修を修了し
たことを確認するためのものであつて、国家資格を新たに創設するものではない。
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2.専任教員養成講習会等開催状況

平成 25年度専任教員養成講習会及び教務主任養成講習会

開催予定一覧

(1)専任教員養成講習会

①都道府県

都道府県名 講習会開催期間 定員 (人 )

北 海 道 平成 25年 5月 ～平成 26年 2月 40

山 形 県 平成 25年 5月 ～平成 25年 12月 25

茨 城 県 平成 25年 4月 ～平成 26年 3月 30

栃 木 県 平成 25年 4月 ～平成 26年 3月 30

群 馬 県 平成 25年 4月 ～平成 26年 2月 20

埼 玉 県 平成 25年 5月 ～平成 26年 2月 40

千 葉 県 平成 25年 4月 ～平成 26年 1月 40

東 京 都 平成 25年 5月 ～平成 26年 3月 45

神奈川県 平成 25年 4月 ～平成 26年 3月 40

新 潟 県 平成 25年 5月 ～平成 26年 2月 30

石 川 県 平成 25年 4月 ～平成 25年 12月 30

岐 阜 県 平成 25年 4月 ～平成 26年 1月 30

愛 知 県 平成 25年 4月 ～平成 26年 3月 45

大 阪 府 平成 25年 4月 ～平成 26年 1月 60

奈 良 県 平成 25年 5月 ～平成 26年 2月 30

広 島 県 平成 25年 5月 ～平成 26年 1月 36

山 口 県 平成 25年 6月 ～平成 26年 2月 30

福 岡 県 平成 25年 4月 ～平成 25年 12月 55

熊 本 県 平成 25年 4月 ～平成 25年 12月 30

沖 縄 県 平成 25年 4月 ～平成 25年 12月 30

△
ロ 計 716
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②都道府県の講習会に準じるものとして認定したもの

名 称 講習会開催期間 定員 (人 )

日本赤十字看護大学

大学院
平成 25年 4月 ～平成 27年 3月 5*

人間総合科学大学 平成 25年 4月 ～平成 26年 3月 40

環太平洋大学 平成 25年 4月 ～平成 27年 3月 120

(2)教務主任養成講習会

① 都道府県

都道府県名 講習会開催期間 定員 (人 )

福 岡 県 平成 25年 5月 ～平成 25年 11月 30

②都道府県の講習会に準じるものとして認定したもの

名 称 講習会開催期間 定員 (人 )

日本赤十字看護大学

大学院
平成 25年 4月 ～平成 27年 3月 5*

公益社団法人慈恵会 平成 25年 6月 ～平成 25年 12月 30

十 日本赤十字看護大学大学院看護学研究科修士課程の定員 (人)は、専任教員
養成講習会及び教務主任養成講習会の合計数。
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平成25年度実習指導者講習会開催予定一覧
都道府県名 講習会開催期間 定員 (人 )

北海道
平成25年 8月 ～平成25年 10月
平成25年 10月 ～平成25年 12月

160

青森県 平成25年 6月 ～平成25年 10月 40

宮城県 平成25年 9月 ～平成25年 11月 45

秋田リ 平成25年 6月 ～平成25年 8月 40

山形県 平成25年 5月 ～平成25年 7月 40

冨島県 平成25年 10月 ～平成25年 12月 50

茨城県 平成25年 6月 ～平成25年 9月 100

群馬県 平成25年 6月 ～平成25年 7月 65

埼玉県 平成25年 5月 ～平成25年 8月 140

千葉県 平成25年 10月 ～平成25年 12月 40

東京都
平成25年 5月 ～平成25年 7月
平成25年 8月 ～平成25年 10月
平成25年 10月 ～平成25年 12月

Ｅ
υ
２●
ι

神奈川県

平成25年 9月 ～平成25年 11月
平成25年 8月 ～平成25年 12月
平成25年 6月 ～平成26年 1月
平成25年 9月 ～平成25年 12月

０

０

０

０

７

４

５

４

富山県 平成25年 9月 ～平成25年 12月 40

石川県 平成25年 7月 ～平成25年 9月 40

福井県 平成25年 6月 ～平成25年 9月 50

山梨 ; 平成25年 7月 ～平成26年 1月 40

長野県 平成25年 9月 ～平成25年 11月 50

静岡県 平成25年 9月 ～平成25年 11月 90

愛知県
平成25年 5月 ～平成25年 7月
平成25年 9月 ～平成25年 11月

120

二重県 平成25年 6月 ～平成25年 9月 90

滋賀県 平成25年 8月 ～平成25年 10月 70

京都府 平成25年 10月 ～平成25年 12月 50

大阪府
平成25年 5月 ～平成25年 7月

平成25年 9月 ～平成25年 11月

平成26年 1月 ～平成26年 3月

０

０

０

８

８

８

兵庫県 平成25年 7月 ～平成25年 8月 60

:良県 平成25年 8月 ～平成25年 10月 70

和歌山県 平成25年 6月 ～平成25年 8月 40

鳥取塀 平成25年 7月 ～平成25年 9月 35

島根〕 平成25年 7月 ～平成25年 9月 40

岡山リ 平成25年 8月 ～平成25年 10月 50

広島リ 平成25年 10月 ～平成25年 12月 50

山口県 未定 60

徳島県 平成25年 6月 ～平成25年 9月 40

香川塀 平成25年 9月 ～平成25年 12月 40

愛媛〕 平成25年 10月 ～平成25年 12月 40

高知嬌 平成25年 8月 ～平成25年 12月 50

冨岡県 平成25年 11月 ～平成26年 3月 82

佐賀県 平成25年 6月 ～平成25年 8月 40

長崎県 平成25年 10月 ～平成25年 12月 40

熊本県 平成25年 9月 ～平成25年 12月 50

大分県 平成25年 6月 ～平成25年 10月 40

宮崎 | 平成25年 6月 ～平成25年 8月 40

鹿児遍 平成25年 11月 ～平成26年 2月 50
l絆1頸 平成26年  1月 ～平成26年 3「 60

合 計 2,562
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3.「 看護の日」及び「看護週間」について

テーマ  「 5月 12日
日 程  「看護 の 日」

「看護週間」

主 催  厚生労働省及
後  援  文部科学省 、

全 国社会福祉

協  賛  日本病院会、
産師会 、全 日

看護技術協会

中央行事  「忘れ られ
。表彰式 (受 賞作

日 時 :平成
場 所 :日 本

(参 考 :昨年度 )

テーマ  「5月 12日
日 程  「看護 の 日」

「看護 週間」

は看護 の 日 看護 の心をみんなの心に」
平成 25年 5月 12日 (日 )
平成 25年 5月 12日 (日 )～ 18日 (土 )
び 日本看護 協会

日本 医師会 、日本歯科医師会 、日本薬剤師会及び

協議会

日本 医療法人協会 、日本精神科病院協会、日本助

本病院協会、全 国 自治体病院協議会、 日本精神科

及 び 日本訪 問看護財 団等

ない看護エ ピソー ド」の募集

品発表 、表彰等 )

25年 5月 12日 (日 )
看護協会 ビル 」NAホ ール (渋 谷区神 宮前 )

は看護 の 日 看護 の心をみんなの心に」
平成 24年 5月 12日 (木 )
平成 24年 5月 6日 (日 )～ 12日 (土 )

中央行事  「忘れ られ ない看護エ ピソー ド」の募集
。表彰式 (受 賞作品発表、表彰等 )

日 時 :平成 24年 5月 12日 (土 )
場  所 :日 本看護協会 ビル 」NAホ ール (渋 谷区神官前 )

全国行事  「ふれ あい看護 体験」、「出前授業」 の実施
。「ふれ あい看護 体験」 は看護 週間 を中心 に病院、訪 問看護 ステー

シ ョン、老人保健施設 な ど、全 国約 3,000施 設 が実施 し、約 44,000

人が体験。
0看護職 が学校 に出かけ、教室で子供達に直接語 りかける「出前授

業」は、 14県 117か 所で実施 され た。
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4日 経済連携協定(EPA)に基づく外国人看護師候補者の受入れについて (平成24年度)

・経済連携協定に基づく外国人看護師候補者等の受入れについては、経済活動の連携の強化の観点から二国間の協定に基づき、公的な枠組みで特例的に行うもので

ある。 (看護分野の労働力不足への対応ではなく、労働市場への影響を考慮して受入れ最大人数を設定。 )
・候補者の受入れを適正に実施する観点から、我が国においては国際厚生事業団 (JICWELS)が 唯―のあっせん機関として位置づけられ、これ以外の職業紹介事業
者や労働者派遣事業者にあつせんを依頼することはできない。

理多当碁響署身
こZ[=里ヨ
  平成22年8月  第 3陣 39人が入国       :旱 [11まtil(gコ鴨定発効       平成23年5月  第 3陣 70人が入国

平成20年8月  第 1陣 104人が入国   平成23年 7月  第 4陣47人が入国 平成21年5月  第 1陣 93人が入国   平成24年5月  第 4陣28人が入国
平成21年 11月  第 2陣 173人が入国   平成24年5月  第 5陣 29人が入国     平成22年5月  第 2陣46人が入国

インドネシア人看護師候補者
(在留期間は最大 3年間 )

フィリピン人看護師候補者
(在留期間は最大 3年間 )

※日本語能力試験N2(旧 2級 )程度の日本語能力がある場合
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日ベトナムEPA:看護師・介護福祉士候補者の資格取得までの流れ

―
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看護師候補者

(① 3年制又は4年制の看護課程
修了、②ベトナムの看護師国家資
格、③2年間の看護師実務経験)

介護福祉士候補者
(3年制又は4年制の看護課程修了)

就労コース 就学コース

(在留期間は毎年更新、上限3年 )

一一４一

(在留期間は毎年更新、養成校卒業まで)

約12か月間のベトナムにおける日本語研修 (日本語能力試験:‐N131取
:存
を1日:指す)

マッチング (日本の調整機関がベトナムの調整機関と連携)

(N

2-3か月間の訪日後研修 (日本語研修、社会・文化・職場適応研修及び看護1介護導入研修等)|■

(在留期間は毎年更新、上限4年 )

※看護師、介護福祉士の国家資格が取得できれば、滞在日就労が可能 (更新が可能)。



経済連携協定に基づく外国人看饉師・介置福祉士候補者等の現状

平成25年 1月 1日時点(平成25年 1月 16日 現在把握)

注:社団法人国際厚生事業団調べ。厚生労働省告示等に基づく受入れ機関からの雇用契約終了報告書・国家試験合否結果報告書、厚生労働省による合格者の
報道発表資料等による。

※1 国家試験合格前(就学コースにあつては養成施設の卒業前)の候補者の人数。

※2府
艤 革月実姿fば議月認諄軍りうこ屈鰍 騎 擢 査

場合晰 国日は ―nt帰国し、観 蝸 渕 れた輪 雌 勁 嚇 了日数 の日Dを以て、

※3「
春[国
の場合、雇用契約終了・帰国者蜘 Jま含めていない

“

暗続き就労・研修中備 学コースにあっては就学中、資格取得剖こあっては就労0とみなして

※4 
層最季雲躍

告書が雇用契約終了後に提出されることや、雇用契約終了報告書に記載された雇用契約終了の予定の変更があり得る等のため、人数は今後

※5「介離(就学)」については就学中の候補者の人数。
※6 看護師・介饉福祉士の登録時点ではなく、国家試験合格したことを以て計上している。
※7 合格又は卒業後、特定活動(EPA)の在留資格をもって在留し、就労中(又は在留資格の変更手続中)の人数。
注 平成23年度、平成24年度のフィリピン人介謹福祉士候補者の就学コースは、募集しないこととなった。□
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インドネシア 入国者数
入国日
(免除者 )

就労開始日
(免除者 )

候補者 合格者

就労(就学)中
の人数
(※ 1)

雇用契約終
了・帰国者数
(〉(1.2.3.4)

合計

就労中の
人数
(※ 1)

雇用契約終
了・帰国者数
(※ 1,2,3,4)

合計

20年度
看護 104 H2087 H21 80 80

介護 104
H2087
(H20831)

H21129
(H2098)

21年度
看護 H211113 H22116 60 149 1

介護
H211113
(H21104)

H22116
(H211014)

24

22年度
看護 H2287 H22124 3

介護
H2287
(H22912)

H22124
(H22923)

23年度
看護 47 H2375 H2416 2 0

介護
H23.75
(H236.8)

H2416
(H23617) 0

24年度
看護 H24518 H241114 0 0 0

介護 H24518 H241114 0

フィリピン 入国者数
入国日
(免除者 )

就労開始日
(免除者 )

候補者 合格者

就労(就学)中
の人数
(※ 1)

雇用契約終
了・帰国者数
(※ 1,2,3,4)

合計

就労中の
人数
(※ 1)

雇用契約終
了・帰国者数
(※ 1.2.3.4)

合計

21年度
看護 H215.10 H211029 64 1

介護 (就労) 190
H21510
(H21531)

H2111.11
(H21610) 1 0 1

22年度
看護 H2259 H221029 0

介護(就労)
H2259
(H2268)

H221111
(H22617)

11

23年度
看護 H23529 H231117 70 0

介護 (就労)
H23718
(H2368)

H24119
(H23617)

24年度
看護 H24527 H241123 0 0 0

介護 (就労)
H24527
(H24529)

H24.1123

(H2468)
0

21年度 介護(就学) H21927 H224
(就学開始 )

0

22年度 介護 (就学) 10 H22926 H234
(就学開始 )

10 0

合計 入国者数
就労(就学)
中の人数
(※ 1)

雇用契約終了・

帰国者数
(※ 1234)

候補者 合格者

就労(就学)中
の人数
(※ 1)

雇用契約終
了・帰国者数
(※ 1.2.3.4)

合計

就労中の
人数
(※ 1)

雇用契約終
了・帰国者数
(※ 1,2.3.4)

合計

インドネシア
看護 392 180

介 置 500 409 465

フィリピン

看護 237 222 14 1

介護(就労) 332 64 395 1 0 1

介護(就学) 0
インドネシア合計 550 256 806
フィリピン合計 670 522 148 485 147 1

看護合計 259 253 563 60
介護合計 (就学含む ) 933 160 725 150 875 48 10

合計(就学含む) 1,562 1,143 419 1,035 403 1,438 108

合計(就学除く) 1.525 1 414 1,025 1.423



5.平成 25年度看護職員関係予算案の概要

厚生労働省医政局看護課

平 成 25年 1 月

平成25年度 看護職員関係予算案の欄要
※医療提供体制推進事業費補助金  227億 円
。都道府県が行う看護職員等確保対策、救急医療対策、地域医療対策などの事業をメニュー化

(1)チーム医療の総合的な推進

① 看護業務の安全性等検証事業 107百 万円

医師又は歯科医師の指示の下、プロトコール (手順書)に基づき、診療の補助のうち、

実践的な理解力、用者力及び判断力を要し、かつ高度な専門的知識及び技能をもって行う

必要のある行為を行おうとする看護師の研修制度の具体的な検討に向けて琶護業務の実施

状況の検証を行う。

② 看護職員専門分野研修事業 (団体分)
(都道府県分)※

32百 万円

高度な技術を有する認定着護師の養成研修などに対する支援を行う。

協働推進研修事業
※

医師と看護師などの協働と連携を促進するための者護職員の研修に対する支援を行う。

看護補助者活用推進事業
※
匿回

看護補助者の活用・質の向上を図り、看護サービス全体を向上させるため、琶護管理者

を対象とした研修に対する支援を行う。

(2)看護職員の資質向上推進事業

① 新人看護職員研修事業※

新人看護職員研修ガイドラインによる研修体制の充実を図るため、病院等が実施する

新人着護職員研修や、都道府県が実施する教育担当者研修などに対する支援を行う。

専門夕選予(がん・糖尿病)における質の高い看諭師の育成※

がん及び糖尿病の患者の看護ケアを充実するための研修に対する支援を行う。

看護教員等の養成支援
※

者護教員の質の向上と確保を図るため、看護教員養成講習会、実習指導者講習会及び

看護教員の経験に応じた継続研修に対する支援を行う。

また、看護教員養成において通信制教育 (eラーニング)の実施のための支援を行う。

(1)看護職員等の勤務環境の改善に向けた支援
① 病院内保育所運営事業※

子供を持つ看護職員や女性医師などの離職防止及び復職支援のため、病院内保育所 (民間)

の運営 (24時間保育、病児等保育等を含む)に対する支援を行う。
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③

④

②

③

(9百万円)



②

③

看護職員の就労環境改善事業
※

看護職員の「雇用の質」向上のため、ワークライフバランスの観点から就労環境改善の

ための相談窓□設置や多様な勤務形態の整備のための研修事業に対する支援を行う。

看護職員就業相談員派遣面接相談モデル事業※ 圧∃
各都道府県ナースセンターに勤務する就労支援相談員が各都道府県ハローワークと協働

して実施する、求職者の就労相談や求人医療機関との調整などに対する支援を行う。

(2)看護職員確保対策の総合的推進

① 看護職員確保対策特別事業 (団体分) 53百 万円

(都道府県分)※

看護職員の離職防止対策をはじめとした総合的な看護職員確保対策に関する取組に対する支援を行う。

② 院内助産所・助産師外来助産師等研修事業※

院内助産所・助産師タト来の医療機関管理者及び助産師への研修に対する支援を行う。

(3)潜在看護職員の復職支援等

① 中央ナースセンター事業
求人・求職情報の提供などの潜在看護職員の再就業の促進を図るナ‐スバンク事業等に対する支援を行う。

② 看護職員就業相談員派遣面接相談モデル事業※(再掲)
③ 潜在看護職員復職研修事業※

潜在看護職員の復職を促進するための臨床実務研修等に対する支援を行う。

(1)看護師等養威所運営事業                  4,509百 万円

看護師等養成所 (民間立)の運営に対する支援を行う。

注)着護師養成所修業年限延長促進、准看護師養成所から看護師養成所 (3年制)への設置支援、助産師養成所開校促進等含む

(2)看護教員等の養威支援※(再掲)

(1)設備整備事業※

① 看護師等養成所初度設備整備・教育環境改善設備整備事業 (公的立及び民間立分)
② 院内助産所・助産師外来設備整備事業 (公的立及び民間立分)
(2)施設整備事業           医療提供体制施設整備交付金40億円の内数
① 病院内保育所施設整備事業、院内助産所・助産師外来施設整備事業 (公的立及び民間立分)
② 看護師等養成所施設整備口修業年限延長整備事業 (民間立分)
③ 看護師勤務環境改善施設整備事業、看護師宿舎施設整備事業 (民間立分)
④ 看護教員養成講習会施設整備事業 (公的立及び民間立分)
(3)経済連携協定 (EPA)に伴う外国人看護師受ス関連事業
① 外国人看護師受入支援事業日外国人看護師候補者学習支援事業   154百 万円
② 外国人看護師候補者就労研修支援事業※

114百 万円
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看護補助者の活用を推進、協働・連携を強化し、看護サービス提供体制の充実を図ることにより看護サービスの質を向上させ、医療サービ

ス全体の向上に貢献するとともに、看護職員の業務整理を進め、負担を軽減することにより看護職員の雇用の質の向上を図る。

(補助先)都道府県 (補助率)定額(1/2相当)(基準単価)328千円/か所 〈対象経費)謝金等

O看 護職員の看護業務を補助する職員の配置に対する診療報酬上の評価
→今後医療機関においては、看護職員の負担軽減や雇用創出の面からも、さらなる看護補助者の雇用

0医 療サービスの向上面
→看護職員の業務整理を進め、看護補助者との協働・連携の強化により、看護職員の負担を軽減すべき状況
0安 全性の担保
→看護補助者による検査室への患者移送時等に患者に異変が出現した際、適切に対処するなど安全性の担保が必要

１
１
∞
∞
ト
ー
ー

Oフ鋼以上の自院が■讚補助者にさせている業務は、輸食 (配
"、

下膳)、 環境整備、リネン交換、
慮攀 、入浴介助、清潔介助.排泄ケア、中央誠菌材料菫など N=43
50

40

30

20

10

0

※診療報酬上の看醸補助者の業務

「看醸補助者は、看饉師長及び看護職員の指導の下に、原則として
療養生活上の世話 (食事、清潔、排泄、入浴、移動等)のほか、病室

内の環境整備、ベッドメーキング、看護用品及び消耗品の整理整頓
等の業務を行うこととする。」

(病院の入院基本料等に関する施設基準4-(6)―イ)

゛
饉

<看護職員の業務整理のイメージ>

※0■の颯●を■日■■が総合的に
"晰
し ,日朧員か●薔補助

=が
3● ■,して
"



予算案 医療提供体制推進事業費補助金227億円の内数
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ハローワーク
(福祉人材コーナー

〕
・漏二淋 l淵樹

【事業概要・内容】

就業を希望している看護職員が、自ら希望する医療機関に就職でき短期間で離職することのないよう、就労相談や
求人医療機関、研修機関との調整を行うため看護職員就労支援相談員をハローワークヘ派遣するとともに、各都道
府県ナースセンターに勤務する看護職員就労支援相談員を各都道府県ハローワークで実施している医療機関を対
象とした「求職者のツアー面接会事業」へ同行させるなど、就労相談や求人医療機関との調整等の業務を行う。

(派遣か所)ハローワークロ面接を行う医療機関等
(対象経費)旅費等
(算定単価)361千円

ツアニ面接会事業 (ハ ローワーク実施):
福祉人材コTナーを有するハローワークの専門相談員が実際に福祉
施設等に赴いて求職者の求職活動をサポー ト
求職者は現地集合、現地解散
マッチング率 30.6%(他の取組は1

現地集合・現地解散 施設内見学・概要説明
↓

終了後面接
↓
就職

ツアー面接会事業への同行旅費、

連絡費用等を補助

(業務委託 )

Ⅲ I「
:ロ ロ __Ⅲ

… … … …
‐‐Ⅲ…

‐…Ⅲ… … … …
:
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都道府県ナースセングL(概要)

公共職業安定所との連携  【人材確保法第16条】

都道府県センターは、公共職業安定所との密接な連携の下に前条第五号に掲げる業務を行わなければなら
ない。

都道府県ナースセンター 47か所(看護職員確保対策との拠点として無料職業紹介などの事業を行う機関)

業務 【人材確保法第15条】

都道府県センターは、当該都道府県の区域内において、次に掲げる業務を行うものとする。

一 病院等における看護師等の確保の動向及び就業を希望する看護師等の状況に関する調査を行うこと。
二 訪問看護 (傷病者等に対し、その者の居宅において看護師等が行う療養上の世話又は必要な診療の補
助をいう。)その他の看護についての知識及び技能に関し、看護師等に対して研修を行うこと。

三 前号に掲げるもののほか、看護師等に対し、看護についての知識及び技能に関する情報の提供、相談そ
の他の援助を行うこと。

四 第十二条第一項に規定する病院その他の病院等の開設者、管理者、看護師等確保推進者等に対し、看
護師等の確保に関する情報の提供、相談その他の援助を行うこと。

五 看護師等について、無料の職業紹介事業を行うこと。
六 看護に関する啓発活動を行うこと。
七 前各号に掲げるもののほか、看護師等の確保を図るために必要な業務を行うこと。



6.平成24年度新人看護職員研修事業の状況

●道府県名

新人看■■員研修事業   目像機関曼入研修事業 椰遭府県実施事彙

施設数 F 新人職員数 受入施設数 受入人数

多施設含同研修事業 研修責任者尊研修事業 軒人暑饉●■研修推進事業

協‖会

北 海 道 4 O X O O 0 X X

青 春 県 0 1 X X X X X X X

岩 手 県 277 0 X 0 0 O 0 X X

富 城 県 570 0 0 1 8 X O 0 X X X X

秋 田 県 249 2 6 O 0 0 0 X X

山 形 県 1 259 1 7 X X 0 0 0 X X

福 島 県 1 524 1 X X 0 0 X X X

茨 城 県 0 40 X 0 0 O 0 X O
栃 木 県 30 1 2 1 3 X O 0 0 0 X X

1 群 口 県 623 X O 0 0 O O
1 埼 玉 県 1,954 0 O 0 O 0 X O
千 葉 県 1,346 0 0 O 0 0 X X

東 京 都 4,017 5 7 X X O O X X 0
1 神奈川 県 1 2.455 X 0 0 X 0 0
1 新 洞 県 1 1 3 X X X X X X

1 富 山 県 1 389 1 X X 0 0 0 0 X

1 石 川 県 1 398 1 X X O 0 X X

1 福 井 県 0 X X 0 X X 0 X

11 山 梨 県 276 X 0 X X 0 X X

2( 長 野 県 734 0 0 X 0 0 0 O
岐 阜 県 552 0 X X 0 0 0 X X

静 岡 県 1 1,049 X 0 0 O 0 X X

愛 知 県 0 2,179 7 0 0 0 0 0 0
2` 三 菫 県 0 0 0 0 0 ０

一〇

0
滋 賀 県 505 X X 0 O X O
京 都 府 9 1,086 0 0 0 0 0 X 0
大 阪 府 167 3.473 0 0 0 X X X X

兵 庫 県 1 1,848 1 O 0 0 O 0 O O
奈 良 県 2 7 X 0 0 0 O X X

和 歌 山 県 0 1 1 X 0 X 0 0 X X

鳥 取 県 9 X X 0 0 O X X

島 根 県 1 6 X 0 0 0 0 0
岡 山 県 0 1 X X X X X X X

広 島 県 1,050 O 0 0 0 O O O
山 口 県 X X X O 0 X X

饉 島 県 2 227 4 X 0 0 0 0 0 X

書 ‖l県 0 1 246 0 3 0 0 0 0 0 0 X X

彙 撮 瞑 X X 0 O X O X

高 知 黒 0 10 X X X X 0
4t 福 岡 県 2 9 2,385 X O X 0 0 X

佐 賀 県 2 322 X X 0 X X X X

“

長 崎 県 0 X X 0 X X X X

薇 饉 本 県 3 6 X X 0 0 0 X X

大 分 県 34 0 1 350 3 X X 0 X X X X

宮 崎 照 0 2 265 3 X O 0 O 0 0 X

自児 島県 1 5 400 1 X X 0 0 0 X

沖 ■ 県 0 2 4 X X 0 X X X X

合計 312 39,635 107 900 1,430

1
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7.看 護

看護職員就業者数(年次別、就業場所別)

職 員 就 業 者 数 の 推 移

(単位 :人 )

年次 総  数 保 健 所 市 町 村 病  院 診 療 所 助 産所
介護老人
保健施設

訪問看護
ステーション

社会福祉
施設
介護老人
福祉施設

居宅サーヒ
゜

ス等
事 業 所
一詢
所。研究¨

そ の 他

19年

20年

21年

22年

23年

1,370,264

1,397,333

1,433,772

1,470,421

1、 495,572

8,381

8,108

7,932

8,502

8,393

33,311

33,480

34,393

34,723

35,171

851,912

869,648

892,003

911,400

927,289

297,040

299,468

304,247

309,296

309,954

1,63C

l,742

1,72C

l,92C

2,004

37,995

38,741

39,796

41,367

42,73C

28,494

27,662

28,082

30,301

30,903

16,354

18,541

19,502

20,590

21,958

27,348

28,806

30,179

32,231

33,920

37,695

35,826

38,866

42,946

44,395

8,294

10,857

11,4H

ll,251

11,750

13,85(

14,79乏

15,22〔

15,94〔

16,29`

7,94(

9,66:

10,41(

9,941

10,80(

年次 総  数 保健所 市 町村 病  院 診 療 所
介護老人
保健施設

訪問看護
ステーション

社会福祉
施設
介護老人
福祉施設

居宅サーヒ
ス等
事 業 所

有護IIrp守
学校養成
所。研究
匙 田

そ の 他

19年

20年

21年

22年

23年

48,246

51,703

53,212

54,289

55,262

7,137

6,927

6,720

7,132

7,044

23,833

24,299

24,848

25,501

25,956

3,605

4,094

4,580

4,807

4,924

7,096

8,325

8,448

8,743

8,751

3S

4C

4C

64

7C

387

41

41

52

32

33

49乏

44(

46(

35]

33[

2,651

3,524

3,738

3,532

3,695

1,80〔

2,35乏

2,66(

2,36〔

2,61[

保健師就業者数(年次別、就業場所別 ) (単位 :人 )

助産師就業者数(年次別、就業場所別 ) (単位 :人 )

看護師・准看護師就業者数(年次別、就業場所別) (単位 :人 )

(注 1)「病院 Jについては、「病院報告」により計上した

(注 2)「診療所」については、「医療施設調査J(平成 20、 23年 )及び推計(平成 19、 21、 22年 )により計上した

(注3)「 病院」及び「診療所J以外については、「衛生行政報告例(平成 20、 22年 )」及び推計(平成 19、 21、 23年 こヽより計上した                       (医 政局看護課調べ )

年次 総  数 保 健 所 市町 村 病  院 診 療 所
助 産 所

社会福祉
施設
事 業 所

学校養成
所・研究
機 田

その他
開 設 者 従 事 者 出張のみ

19年

20年

21イF

22年

23年

27,92,

30,13(

31,31'

32,48(

33,60(

229

227

221

266

277

18,293

18,900

19,671

20,093

21,023

6,129

7,306

7,686

8,162

8,144

788

890

947

298

315

359

553

581

528

546

555

1,530

1,653

1,631

1,789

1,861

l 2

l

13

38

32

24

28

1,061

1,223

1,249

1,298

1,373

9(

11(

9〔

11:

11(

年 次 区  分 総  数 保 健 所 市町村 病  院 診 療 所 介護
老人

保健施設
訪間看護
ステーション

社会福祉
施設

人
設
老
施
護
祉
介
福

居宅サーヒ
ス等
事 業所

有設叩寺
学校養成
所。研究
機 田

その他

19年

20年

21年

22年

23年

看護師

十

准看護師

1,294,091

1,315,500

1,349,248

1,383,652

1,406,704

1,015

954

991

1,104

1,072

830,014

846,654

867,752

886,500

901,342

283,815

283,837

288,113

292,391

293,059

37,956

38,695

39,750

41,303

42,666

28,185

27,382

27,842

30,026

30,635

15,992

18,14〔

19,11(

20,15(

21,49(

27,307

28,765

30,127

32,199

33,887

37,203

35,380

38,406

42,595

44,057

5,630

7,295

7,641

7,695

8,027

11,902

12,586

12,952

13,571

13,801

6,164

7,293

7,743

7,609

8,224

19年

20年

21年

22年

23年

看護師

882,81(

918,26〔

954,81〔

994,63(

1,027,331

844

848

865

1,012

1,004

7,030

6,831

7,147

6,986

7,022

640,197

662,010

687,331

711,987

734,562

133,694

142,320

148,237

154,554

159,700

16,359

16,907

17,649

18,848

19,663

24,525

24,628

24,912

27,218

27,959

8,982

10,304

10,954

11,916

12,721

12,232

13,456

14,347

15,998

17,034

18,27g

17,37[

18,75C

20,82C

21,39〔

4,350

5,797

6,066

6,059

6,358

ll,884

12,55C

12,926

13,547

13,777

4,443

5,231

19年

20年

21年

22年

23年

准看護師

411,27:

397,231

394,43(

389,01(

379,36i

171

106

126

92

68

1,878

1,683

1,674

1,514

1,413

189,817

184,644

180,421

174,513

166,78C

150,121

141,517

139,87C

137,837

133,359

21,597

21,788

22,101

22,455

23,003

3,660

2,754

2,930

2,808

2,676

7,010

7,841

8,156

8,243

8,778

15,075

15,309

15,780

16,201

16,853

18,924

18,005

19,647

21,766

22,667

1,280

1,498

1,575

1,636

1,669

1,721

2,062

2,118

1,924

2,077

―-388-



8.看護師等学校養成所の平成25年 4月施設見込数及び定員見込数

区 分

平成24年 4月 現在 増 (新 設・ 定 員 増 ) 減 (廃 止・ 定 員 減 ) 平成25年 4月 見込
字釈取

(うち

““

校
1学年定月 総定員

宇 楔 叡

(■集■|1執
1学年定煽 総定員

宇牧奴
(`“中止餃
1学年定月 総定員

字校数
(うち諄

“

校
1学年定員 総定員

保
健
師

大 学 院 1( 1 1( 0 2( 2)

大 学 201 ( 201 16,40モ 10,401 13( 0 ( 10,83 16,83

短期大学専攻科 7( 7) 0( 0 〔 1( 0〕 6( 7

養  成  所 23 (  20) 3( 2 20 (  18〕

計 232 ( 229) 17.47〔 17.48( 14( 0 4( 2) 242 ( 241 17,768 17,77〔

助
産
師

大  学  院 21( 21 (

大 学 専 攻 科 25 (  25) 2( 0 27 (  27) 360

大 学 90 (  90) 7,408 7,408 6( 0 96 (  96) 7.570 7.57(

短期大学専攻科 6( 6) 1( ol 1( 0) 6( 7)

養  成  所 44 (  44) 1,000 1,02C 1( C !( 1) 44 (  44)

〈
ロ 計 ( 9,091 9,35〔 10( 0: 2( 1 194 ( 1951 9,26〔 9,52`

看
護
師

３
年
課
程

大 学 ( 208〕 10,975 67,90〔 19( 0: 3,124 230 ( 227) 17,75〔 71,024

短 期 大 学 26 (  24) 5,91〔 1( 0〕 2( 2 25 (  23) 1,70( 5,66C

養  成  所 522 ( 511 25,74 77,72( 24 (   0 17( 7 555 529 ( 523) 26,09〔 79,38〔

1ヽ 計 759 ( 7431 44,686 151,53〔 44( 0) 19( 9) 784 ( 778: 45,552 i56,07,

２
年
課
程

短 JOl天 手
通信

“

編 出ノ

２‐

み

佃
鋼

瓢
Ｚ

2( 0, ０

″
Щ
鐵
０６Ｃ
Ｚ

高等学校専攻科 9( 6 205 9( 6)
養  成  所
通信儀偏 炒

194 ( 1781

′θ r ノ
`ら

11,195

43“
26,84〔

az“

0( 0) C ６‐

α

1,01〔

スα
鍬
観

１
，

１

i31 ( 172)

ノθ ζ ノ″
10,18〔

′a“
職
協

４
，

７

Jヽ 計 205 ( 1861 11,930 2( 0, 13( 6 194 ( 182 10,99〔 26.59〔

自等学校及び専攻科一貫教■ 74 (  731 3,88[ 19,42[ 3( 0 1( 0 3,99〔 19,97〔

〈
ロ 計 1,038 (1,0021 199,26〔 49 (   0 1,931 33 (  15 3.501 1,054 60,542 202.642

准
看
護
師

高等学校衛生看饉科 20 (  161 2,570 1( 1

養   成   所 229 ( 226: 10.591 21,194 2( 0 1 9( 3 222 10.27″ 20,704

〈
ロ 計 249 ( 242: 11,421 23,764 2( 0 1 10( 4 241 ( 240: 11,07乏 23,244

総 計 1,705 (1.659 98.494 249:862 75 (   01 2.574 49 (  22: 1,731 (1,712) 98,645 253,181
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注
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日立看饉大学校は、大学に計上

調査時点での把握数であり、今後変更があり得る



9.平成25年度看護師等養成所の開校等の予定について

(平成24年 12月 20日現在)

【看護師養成所】

看護師養成所(3年課程全日制)新設

椰道府県 養成所名 所在地 1学年定員 設置者

高知県 四万十看護学院 高知県四万十市有岡宇石場2252-1 諏 法人育英館

看護師養成所(3年課程全日制)設置者変更

都道府県 賛成所名 所在地 1学年定員 設置者

徳島県 慮島県鳴円病院附属看餞専門学校 徳島県鳴円市撫養町斎田字見白36-1 地方独立行政法人徳島県鳴円病院

沖縄県 沖縄看霞専門学校 沖縄県島尻郡与那原町板良敷1380-1 学校法人おもと会

看護師養成所(3年課程全日制)課程変更

椰道府県 姜威所名 所在地 1学年定員 設置者

愛嬢県 東城看護専門学校 愛媛県新居浜市松原町13番 47号 財団法人新居浜精神衛生研究所

看饉師養成所(3年課程全日制)定員変更

椰道府県 姜成所名 所在地 1学年定員 設置者

北海道 駒沢看餞保育福祉専門学校 看讚第1科 北海道岩見沢市9条西3丁目1番地15 40¨ウ70 学校法人駒沢岩見沢学園

二重県 ユマニテク看護助産専門学校 看饉学科 二重県四日市市浜田町13番地4 50-80 学校法人大橋学口

宮崎県 九州保健福祉大学総合医療専門学校 自崎県宮崎市瀬頭2-1-10 40→ 60 学校法人順正学園

看護師養成所(3年課程全日制・修彙年限4年)既存の保健師看護師統合カリキュラム4年 (1学年定員 80)からの一部変更

都道府県 姜威所名 所在地 1学年定員 殷置者

京都府 1専 )京都中央看饉保健大学校 京都府京都市南区東九条松田町138番地1 40 学校法人京都中央看饉師姜成事業団

―-390-―
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1.医療関連イノベーションの推進について

1.医薬品産業の
○医薬品市場規模 :約 9。 3兆円 (H23)、 世界市場の約11%(H22)

○産業構造 (H22年度):資本金 1億円以上の企業が全体の半数を占めている。
医療用医薬品売上高の集中度は、上位 5社で約43%、 上位10社

で約59%、 上位30社で約83%を 占めている。

○企業規模 lH224刊0:医薬品売上高で日本最大の武田薬品工業は世界12位:国内製
薬メーカーが医薬品売上高世界 トップ10に入るためには、武田薬品工業

の約1.3倍の売上高が必要。

○海外進出 :大手企業は海外進出を進めてお り、海外売上高比率が50%を超

える企業もでてきている。

○研究開発 :医薬品の研究開発には9～ 17年を要し、成功確率は30,591分の

1(0.003%)。

2.医療機器産業の
○医療機器市場規模 :2.4兆円 (世界市場の10%)(H23)。

診断系機器 と治療系機器に大きく分けると、一般的に      |
治療系機器の成長率が高く、市場規模も大きい。
口分類別市場規模 (H23):診 断系機器  6,126億円      |

治療系機器  12,564億 円       |
・ 平均成長率 (H19～ 23):診断系機器    -1.0%

治療系機器     4。 2%      |
○産業構造 :資本金 1億円未満の企業が58%近くを占めており、資本金2∞億円以上の

|企業l“。90/0である。CH22)

○輸出入の状況等 :国内生産額は約1.8兆円と国内市場規模全体の8害1程度 (″ 3)。

輸出額は約4,809億円であり、輸入額は約1.1兆円弱

である(H23)。
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課題 ・品質に対する医療関係者への理解の促進
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⑤医療保険制度上の事項

平成20年度

・処方せん様式の見直し(「後発医薬品に変更不可」欄に変更。)

・後発医薬品調剤体制加算
口療担規則に保険医及び保険薬剤師に対する使用・調剤の努力義務等を規定

平成22年度

口後発医薬品調剤体制加算の見直し
・薬局での後発医薬品への変更調剤の環境整備 (含量違いの後発医薬品等の変更可)
・療担規則に保険医に対して患者の意向確認などの対応の努力義務を追加

平成24年度

・保険薬局の調剤基本料における後発医薬品調剤体制加算の見直し

・薬剤情報提供文書を活用した後発医薬品に関する情報提供

・医療機関における後発医薬品を積極的に使用する体制の評価

・個々の処方薬ごとに後発医薬品への変更の可否を明示するよう、処方せん様式を変更

・有効成分が同一であればどの後発医薬品でも調剤可能となるよう、一般名処方の推進



『後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム」の実施状況について(概要)
平成24年 3月 29日

0「後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム」(平成19年 10月 15日策定)に掲げる主な項目の実施状況 (平成24年3月 末現在)は、
以下の通り。                  ・

0後発医薬品メーカーが取り組むべき項目については、日本ジェネリック製薬協会 (GE薬協)の協力を得て、同協会の会員会社における
実施状況を取りまとめたものである。(調査対象会社 :43社、調査対象期間 :平成23年4月 1日 ～平成24年3月 31日 )

―
―
∞
Φ
い
―
―

場ヽ合、卸業者への即日配送7596
うち即日配送できた件数

ロゼロ(平成21年度末)

○ 品切れ品目あり     8社  11件 (1年間の累計 )
※品切れ件数は着実に減つているが (20'… 14社 34件、21' Ю社22件、22'・
件)、 日標達成に向けてきらに取り組みを徹底することとする。

、承認条件でない試験について,未着手の場合、年
に10096着手するとともに、医療関係者等の求めに応じて、速や

O長 期保存試験対象品目数     5,693品 目(すべて着手済)
うち試験終了品目数       3.655品 目(64%)
0無 包装状態安定性試験対象品目数  3.554品目(すべて着手済)
うち試験終了品目数       3郷 品目(9896)

質再評価指定品目について、品質再評衝時標準製剤の溶出プロ

イルと同等であることを定期的に確認するとともに、医療関係者
こ応じて、速やかに試験結果を情報提供

o品 質再評価適用品目数       1.863品 目
うち溶出プロファイル確認済品目数   1,855品 目(990%)

うち溶出プロファイル確認中品目数   8品 目(04%)

ンタビューフォーム、配合変化試験データについて、自社ホーム
―ジヘの掲載を含め、資料請求に対する迅速な対応を確保(平成

○ インタビューフォーム及び配含変化試験データを含め、アクショ:

た8項 目の情報について、医療関係者からの資料請求に対する1∞%の情報提供
体制を確保

0「ジェネリック医薬品情報提供システム」を運用し、より迅速かつ円滑な情報提供体
制を確保

こ、製剤中に含まれる不純物に関する
るとともに、後発医薬品の品質に関する研究論文等を

・整理し必要に応じて試験検査を実施

試験検査等を実施し、その試験結果をホームページにて公表

地域レベルで使用されている後発医薬品リストの医療関係者間での

O政 府広報オンラインHPに一般向けジェネリック医薬品0&Aを掲載
042の都道府県で協議会を設置し、後発医薬品の使用促進に関する検討、取り組
みを実施

O保 険者における後発医薬品の使用促進に関する事業(差額通知事業)を実施

O都 道府県における先進的な取り組み事例について、その内害・効果等に関する調
査研究を実施
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平成24年度診療報酬改定等による後発医薬品の
使用促進のための環境整備

1保険薬局の調剤基本料における後発医薬品調剤体制加算の見直し
加算の要件である後発医薬品の使用割合 (数量ベース)を、従来の「20%以上」「25%以上」
「30%以上」から、「22%以上」「30%以上」「35%以上」に改め、評価についても軽重をつける。

2基剤情報提供文書を活用した後発医薬品に関する情報提供
薬局で「薬剤情報提供文書」により後発医薬品に関する情報 (後発医薬品の有無、価格、
在庫情報)を提供した場合に、薬学管理料の中で評価を行う。

|

ω
0

下    3医 療機関における後発医薬品を積極的に使用する体制の評価
従来の加算要件 (採用品目数の割合20%以上)に「30%以上」の評価を加える。

4-盤 名処方の推進及び処方せん様式の変更等
・医師が処方せんを交付する場合には、一般名による処方を行うことを推進する。
・現行の処方せん様式を、個々の医薬品について変更の可否を明示する様式に変更する。

5後 発医薬品の品質確保
①医療関係者や国民向けの後発医薬品についての科学的見解を作成する。
②ジェネリック医薬品品質情報検討会の検討結果の積極的な情報提供を図る。

(平成23年 12月 21日 中央社会保険医療協議会総会資料をもとに作成 )
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「最近の調剤医療費(電算処理分)」における都道府県別後発医薬品割合
(数量ベース)

(平成23年度)

全国平均 :23.4%

北青岩宮秋山福茨栃群埼千東神新富石福山長岐静愛三滋京大兵奈和鳥島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖

鱈森手城 田形島城木馬玉葉京喬潟山川井梨野阜岡知重賀都阪庫良諮取根山島
口島川媛知岡賀崎本分崎量縄

注1)レセプト電算処理システムで処理された薬局における調剤レセプトのデータをもとに分析したものである。 (保険局調査課まとめ)
医政局経済課の調査 (薬価調査)は、すべての医療用医薬品の取引を対象としているため、数値が異なる。

注2)保険薬局の所在する都道府県ごとに集計したものである。
注3)「数量」とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。
注4)後発医薬品割合 (数量ベース)の算出からは、経腸成分栄養剤及び特殊ミルク製剤は除外している。



3.後発医薬品使用促進関連事
※ ()内金額はH24′予算額。

O後発医薬品の使用促進対策費(医政局)
後発医薬品に係る理解を向上させるため、関係者を構成員とする都道府県協議会において後発医薬品使用促進に係る具体的な
事業を検討・実施する。さらに都道府県で設置している協議会に加え、市区町村若しくは保健所単位レベルで協議会を設置し、地域
の実情に応じた取組を強化するとともに、後発医薬品の使用に積極的な医療機関における採用リストや採用基準の地域での共有
化並びに保険者が差額通知サービスを導入しやすくするための環境整備を行う。また、我が国の後発医薬品メーカーの国際競争力
を高めるため海外市場への進出等の調査"検討事業を行うとともに、安定供給に関する海外事例調査を行う。併せて、昨年に引き
続き、パンフレットの作成日配付やシンポジウムの開催による普及啓発等を行う。

O後発医薬品品質情報提供等推進費(医薬食品局) 144百万円 (143百万円)
後発医薬品の品質の信頼性の向上を図るため、学会等での発表 ,研究論文や (独 )医薬品医・In機器総合機構の後発医薬品
相談窓口に寄せられた医療関係者等からの後発医薬品の品質に関する意見口質問口情報等について、必要に応じて当該医薬品
に関する試験検査を実施することでその品質の確認を行い、わかりやすく結果を公表することにより、医療関係者における後発
医薬品の品質に対する懸念の解消を図る。

0後発医薬品品質確保対策費 (医薬食品局) 26百万円 (26百万円)
先発医薬品と後発医薬品の同等性を確保するため、一斉監視指導において立入検査によるGMPバリデーションの指導
及び許可製品の一斉収去・品質検査により品質を確認し、その結果を公表するとともに、メーカーの自己責任体制の確立を
促し、一層の品質確保を図る。

0後発医薬品使用状況調査経費 (保険局) 13百万円 (13百万円)
厚生労働省が行う後発医薬品の使用促進のための施策の効果を検証するため、保険医療機関及び保険薬局における後発医薬
品の処方"調剤に関する状況や、医師、薬剤師及び患者の後発医薬品に対する意識等の調査を行う。

0診療内容及び薬剤使用状況調査費 (保険局) 4百万円 (4百万円)

欧米諸国における後発医薬品の使用に関する医療保険制度の実態や動向等の調査研究を行う。

0後発医薬品周知事業経費 (保険局) 196百万円 (179百万円)
後期高齢者における後発医薬品の使用促進を図るため、後期高齢者医療広域連合が被保険者に対して、「後発医薬品希望カー
ド」の配布や「後発医薬品利用差額通知」の送付等の取組を積極的に実施するよう施策を講じる。

(平成25年度)

―
―
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計 5日 3億円(4.8億円)

146万円 (117百万円)
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0流通改善の必要性

●公的医療保険で使用する医薬品の償還価格である薬価は、医薬品の価値に見合つた市場実勢価格を反映させること

を前提として、適正な市場実勢価格の形成が必要。

※現行薬価制度においては、医療保険から医療機関/保険薬局に支払われる際の医薬品の価格が、「薬価基準」と
して銘柄別に定められている。この薬価基準で定められた価格は、卸が医療機関/保険薬局に対して販売する価
格 (市場実勢価格)を調査 (薬価調査)し、その結果に基づき改定される。

●このため、
●

【川上の問題】 【川下の問題】

■仕切価が高い
■割戻・アローアンスが大きい

■仕切価・割戻の提示が遅い
■アローアンスが期末に提示される

■一次売差マイナス

(納入価く仕切価)



○医療用医薬品の流通改善について(H19.9.28医療用医薬品の流通改善に関する懇談会)

―
―
卜
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こ当たって取 引当事者が留意すべ

※流通改善に当たつて取引当 べき基本認識 (抜粋)
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0総価取引の状況    ・
■ 売上高に占める総価取引の割合は、          、国剤菫局チェーンで6割

100%

80%

60%

40%

20%

0%
20年度 121年度 122年度 19年度 20年度 121年度 122年度

鶴全品総価 (―律値引)

■全品総価 (除外有)

●単品総価 (品日ごと値引

■単品単価

2∞床以上の病院 調剤薬局チェーン

(20店舗以上)

全品総価 :複数の品目が組み合わされている取引において、総価で交渉し個々の単価を薬価―律値引きで設定す
る契約

単品総価 :複数の品目が組み合わされている取引において、総価で交渉し総価で見合うよう個々の単価を卸の判
断により設定する契約



0妥結状況調査結果 (平成24年度12月取引分)
医療機関・薬局区分別妥結状況
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平成 22`

H24 6 H24 9 H22 6 H22 9 H22 12 H23 3

院 (2,668 216 315 20 6 31 5 35 3 89 5

1 ヨ (厚生労働省) 84 7 98 8
99 8 99 9 100 0 100 0

2 国 (国立高度専門医療研究センター)(8) 99 4 100 0

3 国 ((独 )日立病院機構)(136) 97 9 99 3 98 6 99 9 99 9 100 0

4 コ (国立大学法人)(42) 55 7 69 4 53 3 68 6 646 96 6
コ ((独 )労働者健康福祉機構) (31) 26 8 88 7 88 71 8

ヨ (その他)(6) 89 6 llX1 0 81 9 1(Ю 0 73 4 llll1 0

7 邸道府県 (119) 317 54 6 422 ‐い、7 ‐98:41

8 市町村 C260 13.4 25=5 245 32_3 195,SI

9 晦方独立行政法人 (55) 15.0 30 7 35 0 18:31 41:5 197151

日 赤 (69) 07 18 1.6 1.4 15131

1 斉生会 (49) 15 29 39 ■ 9

2 L海道社会事業協会 (6) 125 115 00 119 110 1000
●

¨
．４
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撃生連 (77) 071 18 013 10o:01

全社連 (33) 69 5 88 3 34 4 80 1 85 5 98 6

5 早生団  (7) 00 01 01 02 01 64 3

6 沿員保険会 (3) 00 00 00 00 00 916
7 産保組合・その連合会 (3) 42 8 108 07 01 312 83 3
済ヽ組合・その連合会 (35) 01 06 07 ‐Q3 |■ 4 193=`|

国民健康保険組合 (1) 00 00 00 00 00 100 0

さ益法人 (194) 106 128 22 3 73 7

医療法人 (1.313) 164 32 3 194 38 5 53 9 92 0

姜教法人 (7つ 18 7:6 1010 210 | 、ヽ31
キ tt (20) 23 1 33 1 94 36 6 96 5

その他の法人  (77) 162 20 8 160 26 5 32 7 89 0
固 人  (32) 23 4 59 3 24 0 52 8 83 7 96 2



○都道府県へのお願い

薬価改正の告示に伴い、管下の取引当事者への流通改善の周知徹底田指導を
通知により要請 (平成24年3月 )

特に、都道府県立病院等公的病院に対する周知目指導をお願いしたい。

「平成 24年度薬価改定に伴う医療用医薬品の流通について (依頼 )」 (平成24年 3月 5日付医政経発0305第 6号 )

平成24年度においては、市場実勢価による改定などを内容とした薬価ベース△6.00%の薬価改定が行われることになり、本日、その告
示がなされ、4月 1日 から施行されます。

公的医療保険で使用する医薬品の償還価格を定める薬価基準は、市場における自由な競争を通じて形成された銘柄別の市場実勢価格を
反映させることを前提としています。このため、医療用医薬品の流通においては、不適切な取引慣行を是正し、個々の医薬品の価値に見合つ
た合理的な価格が形成されることが重要となります。
このような観点から、「医療用医薬品の流通改善に関する懇談会 (流改懇)」が平成19年 9月 に取りまとめた「医療用医薬品の流通改善につ
いて(緊急提言)」に基づき、各取引当事者による流通改善の一層の推進への協力要請を行つてきたところです。しかしながら、昨年6月 に開
催した流改懇においては、総価取引は一定の改善がみられたが不十分であること、長期にわたる未妥結・仮納入が依然としてあること、一次
売差はマイナスのまま拡大していることなど、流通改善が進んだとはいえないとの評価が得られました。
青朧におか力.J^て It_今綱の菫価諸中に際 1´ _堅負婦言の「医書 口医薬品の斎捕議姜に当f‐って r●コ:当菫者■(留青オペ去=f in青

盤

を十分に踏まえ、流通改善に向けた一日の取組が行われるよう。改めて貴管下の取引当事者への周知徹底及びご指影 いただ誠 すよう

お願いいたします。

また、書蔀猶府鳳が譜詈オス医感構関に対する指道についてlt_当骸医椿機関の所管部届ル半1+会適縫のらテ_‥ 鍛旨弗搭主テf‐樹血
をしていただくようお願いいたします。

なお、薬価制度改菫において、平成24年4月 以降も試行継鏡されることとなった「新薬自1出 口適応外薬解消等促進加堂 lについては 堅ヽ負
燥言におしヽで黄めλ力^て Lヽる医菫品の価値ル価格弗層腱 1´ f‐ Ig弓隣 構准する観点かλ^倍に壁入allr・ふス医着構聞′菫目 r三糸Lヽ7割 由∩
意彗や仕組みを十分に理解 Lていただくことが必要であることから、引き続きα貴管下の取引当事者への制度の意義と仕組みの周知につい
て^上ろ[ズお■いLヽ fal´ます ^
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1.医療分野の情報化の適切な推進について

医療分野のIT化について 平成25年度予算案 :530,672千 円

主な医療分野の情報化と情報連携

> 「新たな情報通信技術戦略」等を踏まえ、以下の施策に取り組んでいる。

HPKlの普及口啓発

遠隔医療の推進

保健医療福祉分野の公開鍵基盤(HPK:)普及・啓発等事業(62,602千 円)【新規】

など

地域医療の充実のための遠隔医療補助事業(設備整備費補助金メニュー予算)

→

―
―
卜
〇
い
―
―

インターネットを介して診療情報のやり取りを行う場合のセキュリティを確保し、医療情報連携を推進するため、保健医療福祉分野の公開鍵基盤 (HPKI)の普及・
啓発及び体制整備を行うもの

地域医療ネットワークの推進

● 医療機関の主要な診療データを、標準的な形式で外部保存することにより、連携する医療機関相互でデータの間覧を可能とし、質の高い地域医療連携に活用でき
るネットワークの基盤を整備する

医療情報の標準化の推進

(392,669千 円 )

電子カルテなどの医療情報システムにおける医療情報の標準化等を推進する。
●  医療機関内や医療機関間で円滑な情報交換を可能とするため、電子カルテシステムやオーダリングシステム等の用語の標準化
●  厚生労働省標準規格としてこれまで、ICD10対応標準病名マスターをはじめとし、11の標準規格を開発
●  「新たな情報通信技術戦略」等に基づき、「シームレスな地域連携医療」の実現に向けた連携方策などの仕組みについての実証事業

ICTを活用した地域医療ネットワーク事業 (75,401千円)【新規】

高度医療情報普及推進事業(36,354千円)
医療知識基盤データベース開発(831409千円)
医療情報システムの相互運用性確保(30,173千円)
シームレスな健康情報活用基盤実証業(90,193千円)
EBM普及推進事業(149,650千円)
医療情報化人材育成費 等 (2,890千円)

● 通信技術を応用した遠隔医療を実施することにより、医の地域格差解消、医療の質及び信頼性の確保する。



iC丁を活用した 或医療ネットワーク事業 平成25年度予算案
:75,401千円(新規)

―
―
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《背景と目的》

地域医療を担う医療機関の機能分化と連携が課題となつているが、 |

その充実や効率化のため、病院・診療所間の切れ日のない医療情報連携 |

が重要となつてきている。
社会保障・税一体改革大綱 (平成24年 2月 17日 閣議決定)において、

「

「病院・病床機能の分化・強化と連携」、「ICTの活用による重複受診 01

重複検査、過剰な薬剤投与等の削減」といった、地域の実情に応じた |

医療サービス等の提供体制の効率化・重J点化と機能強化が明記されている。1
これらの課題に対応するため、地域医療連携において、医療機関 |

相互に医療情報が参照可能となるよう、防災上の安全な地域にデータ :

を蓄積するサーバーを設置し、診療システムの主要なデータを、

別途標準的な形式で保存するための基盤整備を行う。         :
【補助率1/2(国 1/2、 事業者1/2)】 :

《期待される効果》                   ‐

・連携医療機関がそれぞれデータを外部保存するため、相互に参照が ,

可能で、より緊密な医療情報連携が可能となる。           |
0重複検査や過剰な薬剤投与等の削減              :
0外部保存に標準的な形式を用いるため、各医療機関がどの企業の 1

システムを使っていても医療情報連携に参加でき、          1

.葦         参』國⊆皿 どだ≦上 i

が可能。                           |

鮨 、‥ ″ __"、



遠隔医療設備整備事業
医療施設等設備整備費補助金のメニュー予算

(平成25年度予算案 :674百万円の内数)

些
T    / 勇

(事業内容)

情報通信機器を活用することで、
病理画像、X線画像等を遠隔地の医
療機関に伝送し、専門医の助言によ
る適切な対応を可能とする。
また、医学的管理が必要な慢性疾
患であって地理的理由等により往診、
通院が困難な患者、がん末期患者、
人工呼吸器装着患者等に対し、テレ
ビ電話等の機器を貸与して遠隔地か
らの医療支援を行う。

薫百醒懸葛葱高鑽 4ふ二菖己:誨I憲薯:こ裂|

■1,■興鸞舌常響甲鸞蟄澤埠菫帯|■‐.=ム:二
=‖
1

専門医(大学病院等)患  者 医師(病院・診療所)

在宅患者

在筆懸薯あ血圧:芯緒振:毒義豪碁あ豪宿■善|
声などの情報をITt活用し下黎響    _

，
Ｚ

．ド
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ゞ
ノ
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政社発 0323第 1号
平成 24年 3月 23日

都 道 府 県 知 事

地方厚生 (支)局長

厚生労働省政策統括官 (社会保障担当)

「保健医療情報分野の標準規格 (厚生労働省標準規格)について」の
一部改正について

今般「保健医療情報標準化会議」において「新たに厚生労働省において保健

医療情報分野の標準規格として認めるべき規格について」(平成 24年 3月 5日

保健医療情報標準化会議)が提言されたことを受け、新たに、下記の規格につ
いても、厚生労働省における保健医療情報分野の標準規格 (平成 22年 3月 31

日 医政発 0331第 1号。以下「厚生労働省標準規格」という。)と して認める
こととし、別紙のとおり改正することとしたため、貴職におかれても、御了知

の上、関係者に周知方をお願いする。

また、厚生労働省における、医療機関を対象とした医療情報の交換・共有に

よる医療の質の向上を目的とした「厚生労働省電子的情報交換推進事業」の成

果※1や、経済産業省における、複数の情報処理事業者間で開発されたシステム

の相互運用の推進・普及を図ることを目的とした「医療情報システムにおける

相互運用性の実証事業」の成果※2の活用についても、引き続き積極的な検討を

お願いしたい。

1.HS017 HIS,RIS,PACS,モ ダリティ間予約,会計,照射録情報連携
引ヨ金十 (JJ1017指針)

:SS―MIX普及推進コンソーシアム

(http://www.hci― bc.com/ss― mix/ssmix/index.html#ssmix) 彦舞員照

:実証事業報告書 (http://―.nss―med.co.jp/project/project3_1.html)参 照

記

※ 1

※ 2

―-408-



(別紙 )

保健医療情報分野の標準規格 (厚生労働省標準規格)について
(※二重下線部が追加の規格 )

厚生労働省標準規格

厚生労働省標準規格は以下の規格等とする。

> HS001医薬品 HOTコ ー ドマスター
> HS005 1CD10対応標準病名マスター
> HS007患者診療情報提供書及び電子診療データ提供書 (患者への情報
提供 )

> HS008診療情報提供書 (電子紹介状 )
> HS009 1HE統合プロファイル 「可搬型医用画像」およびその運用指針
> HS010保健医療情報…医療波形フォーマットー第 92001部 :符号化規則
> HS011医療におけるデジタル画像と通信 (DICOM)
> HS012 JAHIS臨 床検査データ交換規約
> HS013標 準歯科病名マスター
> HS014臨床検査マスター
> HS016 JAHIS放射線データ交換規約

>
指針 (JJ1017指針 )

※標準規格の名称は、医療情報標準化指針 (医療情報標準化推進協議会)における名称

を使用。

※規格の詳細については、医療情報標準化推進協議会のホームページを参照すること。

http://helics.umin.ac.jp/

2 厚生労働省標準規格について
医療機関等における医療情報システムの構築・更新に際して、厚生労働省標

準規格の実装は、情報が必要時に利用可能であることを確保する観点から有用
であり、地域医療連携や医療安全に資するものである。また、医療機関等にお
いて医療情報システムの標準化や本目互運用性を確保していく上で必須である。
このため、今後厚生労働省において実施する医療情報システムに関する各種

施策や補助事業等においては、厚生労働省標準規格の実装を踏まえたものとす
る。

厚生労働省標準規格については現在のところ、医療機関等に対し、その実装
を強制するものではないが、標準化推進の意義を十分考慮することを求めるも
のである。

医療機関等に求められている標準化、相互運用性確保については「医療情報
システムの安全管理に関するガイドライン第 4.1版」第 5章を参照すること。

3 厚生労働省標準規格の更新について
厚生労働省標準規格については、今後「保健医療情報標準化会議」の提言

等を踏まえ、適宜更新していくものである。

―-409-―



○平成 25年度の開催については現在調整中

(参考)

平成 24年度 地域医療の情報化コーディネータ育成研修

開催要項

1.目的

地方公共団体の医療担当部局において、医療機関に対して情報化に関する助言、指導等を

行うなどして地域の医療情報化に貢献する、医療知識と情報技術の両方に通じた人材を育成

することが求められています。そこで、本研修では、担当者の知識と技能の向上を図ると共

に、日本各地で生じている地域医療の情報化における諸課題に取り組む行政官同士の連携の

場を構築します。

2.対象者

(1)都道府県、市町村などの地方公共団体における医療担当部局、保健所 。地方衛生研究所、
自治体病院等において、医療の情報化を推進する立場の方

(2)前項に掲げる方と同等以上の学識および経験を有すると院長が認める方

3.定 員

20名

4.研修期間

[集合研修]  10月 17日 (水)～ 10月 19日 (金 )
[遠隔研修]  10月 20日 (土)～ 12月 21日 (金 )

5,研修場所

国立保健医療科学院 (埼玉県和光市)

6.費用

無料 (旅費は受講者負担ですが、宿泊は 1泊 2′ 100円の当院寄宿舎が利用可能)

フ.受付期間

平成 24年 7月 17日 (火)～ 平成 24年 8月 17日 (金 )

8.受講申込

受講願書を国立保健医療科学院 総務部 研修・業務課宛に提出して下さい。
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9。 研修内容

本研修では、地域医療の情報化に必要な「地域医療の情報化における諸課題」「情報シ
ステムの技術とその応用」「情報システムのマネージメント」「医療用情報システムの現
状と課題」「情報システムとセキュリティ」という 5分野について、3日間の集中請義と
遠隔研修を組み合わせて学びます。集中講義では、医療や行政の情報化に関係の深いトピ
ックの中から、とりわけ重要な内容や新しい話題を取り上げた請義を行います。遠隔研修
では、豊富な講義ビデオの中から関心のある講義を自由に視聴頂くと共に、地域医療の情
報化事例集を活用した演習を行います。本研修では、こうした実習と演習を通じて医療の

情報化を担当する行政官の間に横の連携を形成し、日本の医療の情報化を支える基盤とな
ることを目指します。

研修については、下記研修ホームページでも、逐次、情報提供をしております。

http:〃ictp.niph.gO.jp

● 一般目標

地域医療における情報化コーディネーションに必要な知識、および、関連諸組織と連携し
課題に取り組むための技能を習得する。

● 到達目標

1.地 域医療の情報化における問題点を概説できる。
2.必 要な情報を系統的に収集し、組織間で効率的に情報共有できる。
3.情 報システムの企画、設計、調達、開発管理、運用、評価について概説できる。
4.医 療用情報システム、病院情報システム、地域の医療情報ネットワークについて、現状
と課題を概説できる。

5.情 報セキュリティについて概説でき、業務上必要なセキュリティ手段を企画し請じるこ
とが出来る。

10,修了要件

5つの到達目標を踏まえた最終レポート (事例報告)の提出

11.その他

(1)受講の可否については派遣機関にあて通知します。

(2)研修に際し、本院敷地内の寄宿舎が利用できます。ただし、同時期に複数の研修が開請
している場合入居できないこともあります。宿泊は、入学許可または受講決定を受けた

あとにお申し込み下さい。
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平成24年度 地域医療の情報化コーディネータ育成研修 集合研修スケジュール

研修7rリエンテーシヨン、医療の情報化にお|

野口 貴史 室長補佐

厚生労働省の目指す医療の情報化について

■厚生労働省 徳永 篤男 CIO侑佐官

行jFtによる情報システム調達はいかにあるベ

きか
高知における救急医療と情報化・研修サイト

の利用説明

18日 (木)
■ 一般財団法人 医療情報システム開発センタ

佐野 弘子 主任研究員

今後、情報化が進む中小病院におけ医療の情報化に求められるプライバシー保護

■ 慶應義塾大学 秋山 美紀 先生

地域医療連携とその評価・事例を中心に

■ 奈良先端科学技術大学院大学 問林

先生

医療と行政における情報化とセキュリティ

19日 (金)

医療の情報化の鍵を握る標準化の動向につい

て概観する

■ 佐賀県 円城寺 雄介 様

全国に先駆け県内すべての救急車にIPadを配 医療と社会における情報化インターネットを支えるGoog:eの技術とク
ラウドによるサービス提供について

遠隔実習 (情報共有実習 :2ヶ月間)

※ なお、カリキュラムについては、ゲストスピーカーをお招きするなど、適宣微調整が生じる場合がありますのでご了承ください。



遠隔実習 /自由視聴教材
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医療情報学

病院情報システムの導入、運用に際しての実
務とポイントについて

地域医療の情報化事例として日本を代表す

情報システム管理

情報系技術者の質をどう評価し、育てるか 情報システムの品質の鍵となるプロジェク システム運用の基本と応用、7「―プンソース

ソフトの有効活用に向けて

■ 日本マイクロソフト株式会社 カロ藤 寛二

システム投資の基本と応用、商用ソフトの

最大活用

情報システム技術

■ SAPジ ャバ ン
Labs Tokyo馬場 渉 様

世界を代表する多国籍企業から、厳しい競

争環境を勝ち抜く小売業まで、戦う企業を

■ 株式会社 セールスフォース・ ドッ トコム

シエアディレクター 内田 仁史 様

クラウド技術の最先端企業が語る行政サー

ビスのクラウド化とその実際

■ シスコシステムズ合同会社 岩丸

情報システムを支えるルータ、スイッチ等
のネットワーク機器と医療

データセンターとはいかなるサービスか。ま
た、情報システムの何を外注可能なのかを学
ぶ。

カルテに記載された診療情報を、どこまで

自動的に抽出できるのか

先生

構築するサービスを、確実に、安全に、より

多くの人に届ける方法

バイオテロ、放射能ノ(ニックヘの対応とイン
ターネット

情報セキュリティ

医療の情報化に求められる情報セキュリテ

イ

※ 各 60分強



2.臨床研究・治験の活性化について

究・治験の推進のための取組みについ

臨床研究・治験の推進のための取組みのうち、施設整備事業については、これまで、

平成 19年に文部科学省と共に策定した「新たな治験活性化5カ年計画」等に基づいて

各種施策を進めてきた。

平成24年3月 には、「臨床研究・治験活性化5か年計画2012」 を策定し、更に同年9

月には、その具体的な取組計画である「臨床研究・治験活性化5か年計画2012アクシ

ョンプラン」を策定した。平成24年度補正予算や平成25年度予算案においても本計画

に関連する事業に必要な経費を計上している。

期・探索的臨床試験拠点の整備につい

世界に先駆けてヒトに初めて新規薬物・機器を投与・使用する臨床試験等の実施拠

点となる早期・探索的臨床試験拠点 (5箇所)について、がん 0精神神経疾患・脳心
血管系疾患などの分野での、ヒトに初めて医薬品等を投与するファース ト・イン・ヒ

ューマン (FIH)試験における中心的役割を果たせるよう運営を支援する。

(対象経費)人 件費 (医師等)、 委員会経費、非臨床試験実施費等
(補助先)医 療機関等
(補助率)定 額 (10/10)
(補助単価)平成25年度予算案 :約 1.9億円/1施設

平成24年度補正予算 :約 1。 1億円/1施設
(対象箇所数)5ヶ 所  (国立がん研究センター、大阪大学医学部附属病院、国立

循環器病研究センター、東京大学医学部附属病院、慶應

義塾大学病院 )

(創設年度)平 成 23年度

研究中核病院の整備につい

日本の豊富な基礎研究の成果から革新的な医薬品・医療機器を創出するため、新た

に 5箇所追加選定する臨床研究中核病院について、難病・希少疾病・小児疾患などの

医師主導治験の実施とネットワーク構築に重点を置いた体制強化を図る。

また、既に整備 している臨床研究中核病院 (5箇所)について、がん 。再生医療な
どの分野での臨床研究において中心的役割を果たせるよう運営を支援する。

(対象経費)人件費 (医師等)、 委員会経費等
(補助先)医療機関等
(補助率)定額 (10/10)

-414-



(補助単価)平 成25年度予算案 :(既存)約 2.6億円/1施設、(新規)約 1.7億円/1施
設

平成24年度補正予算 :(既存)約 1.3億円/1施設、 (新規)約 3.4億円/1
施設

(対象箇所数)既 存 :5ヶ所 (北海道大学病院、千葉大学医学部附属病院、名古屋
大学医学部附属病院、京都大学医学部附属病院、九

州大学病院)

新規 :5ヶ所 (平成24年度末までに選定予定 )
(創設年度)平 成 24年度

日本主導型グローバル臨床研究体制の整備について

国際的な治験・臨床研究の実施により、日本発シーズによる革新的新薬 。医療機器
の創出や、医療の質の向上のためのエビデンスの確立を図るため、日本主導でグロー

バル臨床研究を企画・立案し、その実施を支援する体制を整備する。

(対象経費)人件費 (医師等)、 委員会経費等
(補助先)医療機関等
(補助率)定額 (10/10) |

(補助単価)平成25年度予算案 :約 1.5億円/1施設
(対象箇所数)2ヶ 所 (学校法人北里研究所 Jヒ里大学病院、公益財団法人 先端     |

医療振興財団)

(創設年度)平成 24年度

-415-



○ ヒトに初めて新規薬物口機器を投与口使用する臨床研究を、世界に先駆けて行う早期・探索的臨床試験拠点を平成23年度から5か所整備。また、
臨床研究の質を向上させるため、国際水準 (ICH―GCP準拠)の臨床研究や医師主導治験の中心的役割を担う臨床研究中核病院を平成24年度
から5か所、平成25年度からは更に5か所整備。
※ 日本再生戦略において、臨床研究中核病院等を平成23年度から3年間で15か所程度創設することを明記。

○ ヒトに初めての臨床試験を可能とするインフラを整備した早期・探索的臨床試験拠点の既存5病院については、【がん】【神経口精神疾患】【脳心
血管疾患】などに係る体制を重点強化。

O臨 床研究全般の体制整備を開始した臨床研究中核病院の既存5病院について、平成25年度は、【がん】【再生医療】などに係る体制を強化。ま
た、平成25年度から新たに体制整備をする新規5病院については、患者数が少なく企業主導治験が期待出来ない【難病・希少疾病口小児疾患
等】の医師主導治験の実施とネットワーク構築に重点を置いた体制の整備。
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臨床研究中核病院

里鷲

早期・探索的臨床試験拠点 (5施設) 平成24年度補正予算 :5.7億円、平成25年度予算案 :9.4億 円
臨床研究中核病院 (10施設)    平成24年度補正予算 :23.6億 円、平成25年度予算案 :21.5億円
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0日本主導型グローバル臨床研究体制の整備
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臨床研究成果の世界的権威のあ
る医学系雑誌への論文発表
→ 診療ガイドラインの根拠

3.0億円

のグローバル

騨
1蔚畢

グローバル臨床研究における

日本のリーダーシップ
～ メンバーからリーダーヘ ～

欧米が企画・立案した研究の受託

グローバル臨床研究を実施しているが、

他国 (巨∪・アメリカ)主導の研究の窓口的
な役割が中心

ム
ロ
沐月

25年度予算案

※胃がん、肺がん、ATL、 アジア人の体格に応じた医療機器等



lm.■ )
現状として、国内で、薬事77K認されたものが2件、治験中が4件、臨床研究が66件。また、倉」
薬用の製品も販売されている。期待が大きいが、課題として、倫理性、安全性、迅速性の確保と研
究費の更なる充実が求められる。
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現 1111犬

【医療】
(薬事承認されたもの)
自家培養表皮「ジェイス」 (平成19年 10月承認)
やけど等の患者に、患者自身の皮膚組織を採取・培養し、患者

自身に使用するもの (幹細胞未使用)
自家培養軟骨「ジャックJ(平 成24年 7月承認)
外傷による軟骨欠損等の患者に、患者自身の軟骨組織を採取・

培養し、患者自身に使用するもの (幹細胞未使用)

(治験 )
製品としての販売を目的として薬事法に基づき実施されるヒト
を対象に実施する (臨床)試験。4件実施中。

(平成25年 1月現在)
(臨床研究 )
ヒトを対象とした病気の解明や新しい治療法の開発を目的とす
る研究。

「ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針 (厚労省告示)」

に基づき実施。
FSttm胞 ..国内では未実施 (海外では2件実施中)

1998年  米国で世界初のヒトES細胞を樹立
iPS細胞・・国内、海外とも未実施 (理化学研究所で実施を計画)

2007年  京都大学山中教授が世界初のヒトIPS細胞を樹立
体性幹細胞・・・国内では66件実施 (平成25年 1月現在)

【創薬】
世界初のヒトiPS細胞から分化誘導した肝臓細胞の製品化。

(平成24年 4月 )

課 題

<制度面>
(倫理性 )
・ ES細胞は受精卵由来であることからの生命の萌芽に手を力0
えること。

(安全性 )
・ がん化の可能性等人体に及ぼす未知の影響。
・ 元長の細胞や培養中の原材料に含まれていた細菌、ウイル
スが他人に伝播するリスク。

(迅速性 )
・ 医療での実用イじが円滑に進まないとの現場の指摘.

<予算面>
・ 基礎研究から実用イヒに進むための研究費や創薬等研究への
研究費の充実。

実用化への道筋



○ 再生医療の実用化に向け、細胞情報を収集したヒト幹細胞データベースを整備するとともに、ヒト幹細胞の保存方法などの確
立、ヒト幹細胞の腫瘍化リスクなどに対する安全性の確保、機能不全となつた組織や臓器の治療方法の探索のための研究を支援。

O iPS細胞を利用した創薬等のための研究を支援。

ヒト幹細胞情報化推進事業
(国内外のヒト幹細胞に関するデ■タベ■スの整備)

―
―
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1)再生医療の実用化に向けた研究の支援

ヒト幹細胞を用いた再生医療の臨床実用化のため
の基盤構築に関する研究

ヒト幹細胞の臨床応用のために

標準的な方法、基準値などを確
立するための研究を支援。

i12)創薬応用に向けた研究の支援

旱帯珊琴1琴「
=

ヒト幹細胞の保管(アーカイプ)

ることを可能にするための研究を支援。 1

安全性の確保のための研究
安全性を確保するため、実用化の課題となっている
分野 (がん化等)に対する研究を支援。

体内動態把

握

治療方法の探索のための研究

実用化に近い臨床研究を目的とした治療方法を
探索するための研究を支援。



再生.医療臨床応用実用化:推進事1業

トレ、ニング施設
L

(平成24年度補正予算 :22億円)

O IPS細胞等の再生医療の実用化促進のためには、安全性を確保し、臨床応用を行うこ
とができる人材の養成が必須である。

○ 再生医療の臨床応用に向けて、研究者・医師がiPS細胞等の樹立・調製や人体への移植・投与
を適切に実施する技術を習得するため、細胞培養加工等トレーニングセンターを東西2ヶ所の研究
拠点に設置する。(トレーニング機器を整備 1箇所あたり約11億円)

―
―
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【トレーニング内容】
・iPS幹細胞等の樹立口調製に

必要な清潔操作・手順の習得
・移植・投与技術の動物・人体
モデルでの実践

【成果】
iPS細胞等を扱う技術の習得が
可能となり、再生医療の安全性

が確保されると同時に、実用化

が促進される

【整備する機器の例】
"安全キャビネット
・細胞特性解析装置
・細胞培養装置
・遺伝子解析装置
・医療シュミレータ

研究者

ング施設

【1施設における対象者数】
1クールのトレーニングにより、細
調製、清潔操作等が可能とな

る人数が約12人ずつ増加する見込

研究者
(技術習得前)
口医師
・研究補助員
など

病院、研究

機関

病院、研究

(技術習得後)
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1.独立行政法人国立病院機構の概要
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機構の行う業務

§屋唇[[!言曇斎』だ群穆甕客:EE
:④ 上記に付帯する業務を行うこと

組織 の規模 (平成24年4月 1日現在)
病院数  :144病 院
運営病床数 :52,232床 (全国シェア3.5%)

一般病床 療贅病床 結核病床 精神病床 感染症病床 計

4Q90[ 12C 2,008 4,149 5C 52,232

臨床研究センター :12病院
臨床6JF究部    :72病 院
附属看護BT等賛成所

冨菫認藝廻   :3諸       6.
リハビリテーション学院 : 1校
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「☆国立病院機構の病床シェア
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(政〒〒意紹韮莫薯墓基暦轟襲こ|:6■ |・3拡
2:筋ジストロフィー  「 195.17%
3:重症lb身障害 :39f6%
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:・・・ .....● …

●●●
… ・・

1・

国立病院機構の理念

私たち国立病院機構は

国民一人ひとりの健康と我が国の医療の向上のために
たゆまぬ意識改革を行い、健全な経営のもとに
患者の目線に立って懇切丁寧に医療を提供し
質の高い臨床研究、教育研修の推進につとめます

患 者数 (平成23年度実績)         |■
入院患者数 (1日平均)44,069人  的22年度 △501ん
外来患者数 (1日平均)48,020tt ω22年度 △23人 )

財務                   
‐
||=‖:

魔馳野2露憬暑乳甜k舗磐辮報

'麗

鼎 :

字病院が、平成23年度決算では25病院 (△49病院)とな10(111
収支改善が進んでいます。    1‐   _.1   ■・ 11

5。



2.国立高度専門医療研究センターの概要
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法 人 名
(独)国立がん研究センター

(NatiOnal Cancer Center)

(独)国立循環器病研究センター

(National Cerebral and Cardiovascular Center)

(独)国立精神・神経医療研究センター
(National Center of Neurology and Psychiatry)

理 事 長 堀田 知光 橋本 信夫 樋口 輝彦

所 在 地
①中央病院 :東京都中央区築地5-1-1

②東 病 院 :千葉県柏市柏の葉6-5-1
大阪府吹田市藤白台 5-7-1 東京都小平市小川東町 4-1-1

組  織
(概要 )

中
央
病
院

研
究
所

情
報
セ
ン
タ
ー

が
ん
予
防

・
検
診

研
究
セ
ン
タ
ー

東
病
院

が
ん
対
策

研
究
開
発
基
盤

セ
ン
タ
ー

精
神
保
健
研
究
所

病
院

ト
ラ
ン
ス
レ
ー
シ
ヨ
ナ

ル

・
メ
デ

ィ
カ
ル
セ
ン

タ
ー

〈
Ｔ
Ｍ
Ｃ
）

神
経
研
究
所

役 員 数 理事 :5名 以内、 監事 :2名 理事 :3名以内、 監事 :2名 理事 :4名 以内、 監事 :2名

常勤役職員数

(注 1)
1, 662名 1,096名 703名

事業規模

(注 2)
46, 108百 万円 26, 086百 万円 1 3, 638百 万円

病 床 数
①中央病院 :600床
②東 病 院 :425床

618床 474床

事業内容

我が国のがん対策の中核的機関として、

がんその他の悪性新生物に関し、研究・開

発、医療提供、医療従事者の研修、情報発

信、政策提言等を行う。

我が国における脳卒中、心臓病等の循環

器病対策の中核的機関として、循環器病に

関し、研究・開発、医療提供、医療従事者の

研修、情報発信、政策提言等を行う。

我が国の精神・神経疾患対策の中核的機

関として、精神、神経、筋疾患及び知的障害

その他の発達障害に関し、研究・開発、医療

提供、医療従事者の研修、情報発信、政策

提言等を行う。

注1)平成24年4月 1日現在  注2)年度計画に記載の経常費用額 (平成24年度)
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法 人 名

(独)国立国際医療研究センター

(National Center for Global Health
and Medicine)

(独)国立成育医療研究センター
(National Center fOr Child Health
and Development)

(独)国立長寿医療研究センター
(Nationa:Center for Geriatrics and GerOntology)

理 事 長 春日 雅人 五十嵐 隆 大島 伸―

所 在 地
①病   院 :東京都新宿区戸山1-21-1
②国府台病院 :千葉県市川市国府台 1-7-1

東京都世田谷区大蔵 2-10-1 愛知県大府市森岡町源吾 35

組  織
(概要)

国
立
看
護
大
学
校

理事長

認
知
症
先
進
医
療

開
発
セ
ン
タ
ー

研
究
所

病
院

老
年
学

・
社
会
科

学
研
究
セ
ン
タ
ー

役 員 数 理事 :6名以内、 監事 :2名 理事 :3名以内、 監事 :2名 理事 :3名 以内、 監事 :2名
常勤役職員数

(注 1)
1,695名 938名 452名

事業規模

(注 2)
37, 196百 万円 20, 928百 万円 9, 081百 万円

病 床 数
①病   院 :801床
②国府台病院 :622床

490床 383床

事業内容

我が国の国際保健医療協力の中核的機

関として、感染症等国際的な調査研究が必

要な疾病に関し、研究・開発、医療提供、医

療従事者の研修、情報発信、政策提言等を

行う。

我が国の成育医療の中核的機関として、

小児医療、母性医療、父性医療及び関連・

境界領域を包括する成育医療に関し、研究・

開発、医療提供、医療従事者の研修、情報

発信、政策提言等を行う。

我が国の長寿医療の中核的機関として、

加齢に伴う疾患に関し、研究口開発、医療提

供、医療従事者の研修、情報発信、政策提

言等を行う。

注1)平成24年4月 1日現在  注2)年度計画に記載の経常費用額 (平成24年度 )



創  設 :昭和37年 1月 1日
所 在 地 :東京都中央区築地 (中央病院 )、

千葉県柏市 (東病院 )

主な組織 :研究所、中央病院、東病院、
がん予防・検診研究センター、がん対策情報センター

役職員数 (常勤):1′ 662名 (平成24年4月 1日現在)

病 床 数 :600床 (中央病院 )、 425床 (東病院 )

我が国のがん対策の中核的機関として、がんその他

の悪性新生物についての調査、研究、医療技術の開
発、医療の提供及び医療従事者の研修等を行う。

―
―

卜
一
ト

ー
ー

(独)日立がん研究センター

0質の高い医療の提供
・年間5′000件の手術、1日約120人の通院化学療法を実施 (中央 )
口陽子線治療等先進医療の提供と併せ、モデル的緩和ケアを提供 (東 )

○がんの原因日本態解明、革新的な検診法や診断・治療技術の開発、
がん医療の均てん化 、がん情報の提供
|・ 原因日本態解明を通じた予防法や高度先駆的な検診・診療技術の開発
・多施設共同臨床研究によるがん医療の標準化
・がん医療やがん登録など専門情報等の提供や研修等による人材育成



創  設 :昭和52年 6月 1日
所 在 地 :大阪府吹田市
主な組織 :研究所、病院、研究開発基盤センター
役職員数 (常勤):1′096名 (平成24年4月 1日現在)

病 床 数 :618床

(独)日立循環器病研究センター

―
―
卜
い
い
―
―

我が国の脳卒中、心臓病等の循環器病対策の中核的機関
として、循環器病についての調査、研究、医療技術の開発、
医療の提供及び医療従事者の研修等を行う。

諷 ‐||||!|―

O最新・最善の医療の提供
・年間約3′600件の重症循環器病救急搬送を受け入れ
・国内心移植125例のうち、45例を実施
・脳梗塞に対する超急性期血栓溶解療法 (tPA静注療法)を年間50例以上実施

0先端医療技術の開発と普及
・在宅型体内埋め込み型人工心臓・次世代型呼吸補助装置の開発
・世界に先駆けて発見した生理活性ペプチド、タンパク質を診断・治
療の開発へ応用
・1′600名 以上の若手医師を育成、84カ国から9oo名以上の外国人
研修生を受け入れ



(独)日立精神・神経医療研究センター

創  設 :昭和61年 10月 1日
所 在 地 :東京都小平市
主な組織 :神経研究所、精神保健研究所、病院
役職員数 (常勤):703名 (平成24年 4月 1日現在)
病 床 数 :474床

我が国の精神・神経疾患対策の中核的機関として、精神・神経

疾患等についての調査、研究、医療技術の開発、医療の提供及

び医療従事者の研修等を行う。            |=―
―
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〇
―
―

0脳とこころと身体の健全な統合を目指す医療の実践
・1日平均400名以上の精神・神経外来患者を受け入れ
・1万以上の筋検体を保存する、筋ジストロフィー確定診断の中核施設
ロパーキンソン病、筋ジス、難治性てんかん等神経難病、うつ病等難治性精神

疾患に対する内科的、外科的治療の実施

〇世界唯―の「精神・神経センター」として、統合的な
・神経科学研究を実施
口多発性硬化症に対する画期的治療薬の開発
・筋ジストロフィーに対する遺伝子治療の推進
・自殺対策の研修及び情報提供、自殺の危険 因子の解明
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独)日立国際医療研究センター
設 :平成5年 10月 1日
在 地 :東京都新宿区 (センター病院 )
千葉県市川市 (国府台病院 )

主な組織 :研究所、臨床研究センター、センター病院、
国府台病院、国際医療協力局、国立看護大学校

役職員数 (常勤):1′ 695名 (平成24年4月 1日現在)

病 床 数 :801床 (センター病院 )、 622床 (国府台病院 )

我が国の医療分野における国際貢献の中核的機関として、感染症そ
の他の疾患についての調査、研究、医療技術の開発、医療の提供及 が
び医療従事者の研修等を行う。

O高度総合専門医療の提供
・1日約 1′600名 の外来患者の受け入れ、年間約 11′000件の手術の実施 (センター病院)
・月平均約 1′000名のエイズ外来患者の受け入れ (センター病院)
・児童精神科のほか、肝炎・免疫研究センターを整備し、専門医療を提供 (国府台病院)

・途上国へ年間約200名 の専門家派遣、約300名 の研修生受け入れ
・海外拠点との共同研究により、鳥インフルエンザ迅速診断キットを開発  |
・ウイルス肝炎治療の有効性を治療前遺伝子診断で判定       i
口2型糖尿病関連遺伝子の同定

膨

予̀定)



(独)国立成育医療研究センター

―
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創  設 :平成可4年3月 1日
所 在 地 :東京都世田谷区
主な組織 :研究所、病院、臨床研究センター
役職員数 (常勤):938名 (平成24年4月 1日現在)

病 床 数 :490床
i111・
・
pr.

我が国の成育医療の中核的機関として、小児医療、母性医療、父性

医療及び関連・境界領域を包括する成育医療についての調査、研究
医療技術の開発、医療の提供及び医療従事者の研修等を行う。

○成育医療における高度先駆的医療やモデル医療の提供
・年間1′600件以上の分娩、年間約6′600件の小児手術を実
口小児ICU等を活用した24時間365日体制の重症小児救急
搬送の受け入れ
・虐待等を含めた小児のこころのケア

0成育医療を発展させる丁R等の研究の推進鉾
・超音波や胎児内視鏡を用いた胎児医療の実施
・免疫異常等小児難病に対する遺伝子治療の開発
・iPS細胞、ES細胞を用いた再生医療の推進
・妊娠と薬の情報提供や子どもの事故防止プログラムの提供

猥
、
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(独)日立長寿医療研究センター

創  設 :平成16年 3月 1日
所 在 地 :愛知県大府市
主な組織 :研究所、病院
役職員数 (常勤):452名 (平成24年 4月 1日現在)
病 床 数 :383床

O高齢者疾患の包括的・全人的医療の提供
・高齢者の生活の質を向上に向けた医療の提供
口地域の保健・医療・福祉と連携した在宅医療モデルの開発・提供
・認知症の早期診断法の開発等の先駆的医療の提供

○ 老化の制御と老年病克服のための新しい医療の発展の普及に尽力
・認知症、骨粗霧症の病態解明と新規治療法の開発
・再生医療による革新的歯科治療技術の開発
・全国の医師に研修を実施、年間約400名 の「認知症サポT卜医」を養成

我が国の長寿医療の中核的機関として、加齢に伴つて生じる心
身の変化に起因する疾患であって、高齢者が自立した日常生活
を営むために特に治療を必要とするものに関する調査、研究、医
療技術の開発、医療の提供及び医療従事者の研修等を行う。



3.国立ハンセン病療養所の概要

1 ハンセン病療養所における医療
国立ハンセン病療養所の入所者の平均年齢は82.1歳 (平成24年 5月現在)と
高齢化に伴い、ハンセン病の後遺症に加え、生活習慣病等の合併症、身体機能や視覚機

能の低下等により、日常生活の不自由度の進行や医療の必要性と多様性が増している。

この様な実状を踏まえ、療養所内におけるプライマリーケア、リハビリテーション

機能の充実を図るとともに、療養所内で対応できない専門的な医療については、療養所

外の医療機関と連携して行う委託治療の充実に努めている。

2 国立ハンセン病療養所の現状
○ 施設数   13か 所
国立療養所 松丘保養園
国立療養所 東北新生園
国立療養所 栗生楽泉園
国立療養所 多磨全生園
国 立 駿 河 療 養 所

国立療養所 長島愛生園
国立療養所 邑久光明園

国立療養所 大島青松園

国立療養所 菊池恵楓園

国立療養所 星塚敬愛園

国立療養所 奄美和光園

国立療養所 沖縄愛楽園

国立療養所 宮古南静園

開設年月 (公立時を含む )

青 森 県 青 森 市  明治 42年  4月

宮 城 県 登 米 市  昭和 14年 10月

群 馬 県 草 津 町  昭和 7年 11月

東 京 都 東村山市  明治 42年  9月

静 岡 県 御殿場市  昭和 19年 12月

岡 山 県 瀬戸内市  昭和 5年 11月

岡 山 県 瀬戸内市  明治 42年  4月

※ 台風被害 :昭和 15年 3月 現地で再興

香 り|1県 高 松 市  明治 42年  4月

熊 本 県 合 志 市  明治 42年  4月

鹿児島県 鹿 屋 市  昭和 10年 10月

鹿児島県 奄 美 市  昭和 18年  4月

沖 縄 県 名 護 市  昭和 13年 2月

沖 縄 県 宮古島市  昭和 6年  3月

(2
(2
(2
(2

日現在 )

日現在 )

定 員 )

予 算 )

○

○

○

○

入所者数

平均年齢

職員定数

予 算 額

2, 134人
82.1歳
2,912人
340億 円

-430-一




